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研究成果要約文 
 
2002 年の知的財産基本法、2004 年の国立大学法人化以降、国の知的財産推進計画に沿っ

て大学の知的財産本部や技術移転機関が順次整備されてきた。知的財産立国に向けて、大学

がより直接的な社会貢献を目指し始めたこの新しい局面を迎えて約４年が経過し、大学から

企業への技術移転活動が活性化してきたが、企業間の技術移転等と異なり、存在目的も異な

り、性格も異質な大学と企業という両組織間での技術移転は、まだ発展途上であり、多くの

課題を抱えている。 
まず、基本的に大学の研究成果は普遍性を重視した基盤技術である。この技術を、用途を

限定して、特定の製品に当てはめることは容易ではない。適用する製品によって研究成果の

捉え方自体が変わって来るし、有効な適用先を探索するには、幅広い分野に亘ってのかなり

の製品知識が必要である。現在、産学連携のためのコーディネーターが大学等に配置され、

このためのサポートを行っているが、コーディネーターの経験、知識も有限であり、適用製

品の探索先も限定的なものになっているのが実情である。 
 また、シーズ・ニーズのマッチングの観点では、経済の高度成長期において量の拡大と質

の向上という顧客ニーズが明確であった時代から変化し、現在は顧客自身も何が必要なのか

を模索している時代である。この状況のなかでは、企業内の研究においても顧客ニーズと技

術シーズのマッチングは容易ではない。それぞれの企業のなかで、顧客ニーズを模索しなが

ら、事業戦略、製品戦略を立案し、一方で、それを技術シーズと摺り合わせる作業に多大な

労力を費やしている。 
さらに、研究開発のプロセスとそれに伴うニーズの内容、形態は、民生品か産業用か、汎

用品か特殊用途か等といった製品分野によって全く異なるが、大学の研究は基本的に技術単

位であり、技術の適用先毎に異なった対応が必要になる。 
 
著者等は、平成１８年度特許庁「大学における知的財産権研究プロジェクト」の一環とし

て実施した「大学からの技術移転に係わる産業財産権に関する調査研究」に於いて、過去の

大学から産業界への技術移転を追跡調査した。その際の評価の視点としては、大学の社会貢

献という目的に照らして、技術移転そのものの成否ではなく、移転先での研究、開発プロセ

スも含め、大学の技術シーズが最終的な経済効果を生むまでの全体プロセスを対象とした。

過去の事例を具体的に分析するプロセスのなかで、仮説を検証しつつ、技術移転の特性を明

らかにした。 
 分析にあたっては、技術移転のプロセス、ひいては、企業の製品開発プロセスはその製品

の最終顧客までの流通のフローに最も依存すると考え、特性の類似した製品を集約して、 

食品･繊維、医療、エネルギー･情報･物流、輸送機･電気、産業機械、建設、産業素材の７分

野に再分類した。 
 本製品分類にもとづき、調査で得られた各事例の技術移転の特徴を整理し、例えば、「技術

移転の目的は医療分野では新分野進出が多いのに対し、輸送機･電機分野では既存製品の競争

力向上の方が多い」、また、「製品開発プロセスにおける市場探索、製品開発、商品化、市場

投入のどのフェーズで技術移転が行われたかについて、医療分野や産業素材分野では市場探

索段階での移転が多いのに対し、産業機械分野では製品開発段階での移転が多い」といった

製品分野固有の特性が明らかになった。 
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以上の結果にもとづき、技術移転の指針を示すために新しいマップを提案した。このマッ

プでは、横軸を、対象製品の産業連関表に沿った最終顧客までの距離とし、縦軸をその製品

の商品としての汎用性とした。このマップ上に分類した製品分野を配置することにより、各

製品分野の特徴を表現した。そして、マップの対角上に配置される製品分野の技術移転を「ビ

ジネスモデル依存型」「シーズ探索型」「パラダイム変革型」「ニーズ主導型」の４つのキーワ

ードで以下に示すように特徴付けられることを示した。 
 

①情報・エネルギーなど，最終顧客に近く，汎用的な製品は，自明なニーズに沿った研究成

果を，関連ビジネスに向けて広範に発信することが必要（ビジネスモデル依存型） 
②医療など，最終顧客に近いが，特殊な製品は，ニーズ側の特定目的にマッチした専門的な

技術シーズの探索がボトルネック（シーズ探索型） 
③産業素材など，最終顧客からは遠くても，汎用的な製品分野は，中長期の顧客ニーズを共

有しやすく、企業と研究者の分業が可能（パラダイム変革型） 
④産業機械など，需要が産業内に限られ連関が複雑な分野の技術移転では，ニーズ側の主導

が必須（ニーズ主導型） 
 
本研究では、移転対象となる製品分野によって異なるこのような技術移転の特性を考慮し

たうえで、大学の研究成果を産業界における技術開発、さらに、製品開発につなぎ、社会に

広く普及させる一連のプロセスにおいて、ボトルネックとなっている、主に大学から産業界

への情報伝達に関する課題に注目した。 

第一のボトルネックは、普遍性を重視する大学の基盤技術の用途を限定して、特定製品へ

の応用に結びつけるところにあり、第二のボトルネックは、さらにその技術を市場ニーズに

対応した企業の事業戦略や製品戦略にマッチさせるところにある。そして、この二つのボト

ルネックは独立ではなく、相互に干渉し合うため、初めに全体を見極めた企画がないと成功

しない。大学からの技術移転では、このプロセスが、大学、企業という存在目的も形態も全

く異なる組織をまたがって行われるという点に、さらなる難しさがある。 

一般的に、これまでの産学連携活動では、第一のネックに焦点が当てられてきた。しかし、

大学の基盤技術の移転においても、受け入れ側は事業に繋がる第二のボトルネックの出口を

模索しながら評価している。大学と企業が研究から事業化までの全体のプロセスの課題を共

有することは困難であるにしても、基本的に同じ土俵に立つ必要があるという意識の共有が

必要である。 

そこで、本研究では、このプロセスが異なる組織間にまたがることにより、付加的に発生

する情報伝達の問題にフォーカスし、その問題を主に大学側から解決するための体系的な手

法を提案することを目的とした。 

 
まず、普遍性を重視する大学の基盤技術の用途を限定して、特定製品への応用に結びつけ

る際の第一のボトルネックにおいては以下の課題がある。 

その課題の一つは、大学の研究者が自らの研究成果をどう捉えるかという点にある。大学

の研究成果としては先端的知見が一番であるが、その成果を特定の製品に適用する企業の立

場からみると、それは必ずしも一番ではない。むしろ、それを支える周辺技術のほうが有用

であるケースが多い。 
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もう一つの課題は、研究成果を適用できるのはどの分野、製品、部品、機能、サービスな

のかという点である。現在は、研究者本人あるいはコーディネーターの限られた経験と勘が

頼りといった面が強い。 

 これらの課題を克服するために、特許情報を活用することを考えた。 

特許情報とは「過去に製品化を意図した技術」の集合体である。毎年、40 万件にも及ぶ特

許が国内で生産されるなかで、その一件、一件において、発明した技術を製品に結びつける

知恵が凝縮され、それらが膨大な量となって集約されたものが特許情報である。しかも、そ

の情報は技術と製品の分類コードで体系化されている。この情報を課題克服に活用すること

を検討した。得られた課題克服のためのアプローチの具体的な手順を以下に示す。 

 

①研究成果のキーワードを抽出 

まず、自らの研究成果を代表すると考える例えば論文の要旨等のなかから、キーワード

を抽出する。これは、電子情報の文章中からキーワードを抽出する一般的な手法によれば

よい。キーワードは技術に関するもの以外を含んでいてもよい。自動抽出した単語の中か

ら、明らかに無関係なものはこの段階で削除する。 

②自らの研究成果の捉え直し 

次に、抽出キーワードを特許の技術分類体系上で技術分類コードと対応付ける。具体的

には、特許の技術分類コード FI の名称及びその説明文のなかに、①で抽出したキーワード

と同じものを探し、対応する FI コードを選定する。この段階で、研究成果から抽出した断

片的かつ無秩序なキーワードが特許の技術分類コード上で体系化された技術キーワードに

変換される。選定した FI コードの上位・下位概念を参照し、自らの研究成果に含まれる技

術を再認識し、明らかに意図に反するものは削除して、コードの絞込みを行う。 

③関連製品の探索 

次に、技術分類を示す FI コードから、製品概念に近い分類を示す F ターム分類コードへ

の変換を行う。具体的には、F タームの名称及びその説明文のなかに、②で抽出した技術

分類コードの名称と同じものを探し、対応する F タームコードを選定する。この作業は、

過去に出願された膨大な特許のなかで関連付けられた技術と製品の相関関係を利用して、

当該技術に関連の深い製品を探索することに相当する。 

④適用製品の選定 

最後に③で選定した F タームコードが示す適用製品メニューのなかから、その上位、下

位概念も参照しながら、適当な適用製品を選定する。 

 

本研究では、以上の手順を実際に辿るための探索支援システムを試作し、具体的な技術シ

ーズの事例について、そのプロセスを確認した。事例としては、「ナノ粒子」に関する研究成

果について、上記の手順を辿り、最終的に、「面発熱体」、「光集積回路」、「繊維材料の処理」

等といった適用製品メニューが得られることを示した。 

 

試作した探索支援システムは、文章中からキーワードを抽出する機能を有し、また、特許

の技術分類コード FI と製品概念の分類コード F タームのデータベースを内蔵し、そのデータ

ベースの中から、任意のキーワードに対応するコードを検索する機能からなる。また、大学

シーズのデータベースの事例として、広島大学の研究者情報、特許・論文情報、主要研究成



- 4 - 
 

果情報のデータベースを内蔵し、これらの相互検索機能も有している。 

 

さて、技術シーズを市場ニーズに対応した企業の事業戦略や製品戦略にマッチさせるとこ

ろにある第二のボトルネックには以下の課題がある。 

それは、大学から産業界へのあるべき技術移転のプロセスが製品分野によって全く異なる

という点にある。すなわち、大学の研究者は自らの技術がどの製品分野に適用されるのか不

明ななかで、対象製品によって技術移転のプロセスを使い分けていく必要が生ずる。さらに、

企業の製品戦略にマッチした情報提供を行っていく必要がある。 

そこで、本研究では、前述の探索手法を用いて、まず技術シーズの適用製品分野を特定し、

その対象製品分野の技術移転の特性を考慮した上で、パテントマップを用いた分析を行う手

法を提案した。これにより、大学の技術の具体的な売り込み先の候補を探索できるとともに、

技術移転先が行う事業戦略、製品戦略立案のための技術分析にマッチした情報提供が可能に

なる。 

このために、まず、企業等で事業戦略、製品戦略等の立案に用いられている既存のパテン

トマップの形態を体系的に調査した。そして、各形態のマップが示す情報の内容を整理し、

技術移転に有効なマップ形態について検討した。さらにその結果を踏まえて、大学の研究者

が自らの研究成果の情報をもとに一律、簡単に実施可能なパテントマップ分析の手法を提案

した。提案したパテントマップ分析の手順を以下に示す。 

 

① 移転対象の技術シーズを示す情報を選択 

② 前述の探索支援システムを用いて、技術分類コード、製品分類コードを抽出 

③ 探索対象とするニーズ情報の年代、地域、他、調査・分析の前提条件があれば、それを

表すキーワードを選定 

④ 技術分類コード、製品分類コード、前提条件のキーワードの組合せにより公開特許情報

から対象特許を絞り込み 

⑤ 技術分類コード、製品分類コードのいずれかを選択し、マップの縦軸に配列 

⑥ 対象特許の出願数上位企業を選定し、技術シーズ元（発明者）を加えて横軸に配列 

⑦ 抽出した対象特許の数を、マップ上の該当場所にマッピング 

⑧ マップを用いて、技術の競合や補完の分析を行い、技術移転先、移転技術の候補を選定 

 

次に、広島大学の過去の技術移転実績から、先の特徴的な４つの製品分野のそれぞれにつ

いて、具体事例を選定し、上記のパテントマップ分析を行い、実際の技術移転時の情報との

比較、検証を行った。 

 この作業を通して、医療分野等のシーズ探索型の製品では、縦軸が非常に専門的、かつ詳

細な技術を示す項目からなり、これらの専門用語を介して、シーズ・ニーズのマッチングが

かなり限定された当事者間で行われる必要があること、また、産業素材等のパラダイム変革

型の製品では、その製品が最終顧客に流通するまでの２次、３次の下流製品まで含めて、技

術移転先を考える必要があること、また、情報分野等のビジネスモデル依存型の製品では、

ニーズ側とシーズ側がビジネスに直結するキーワードをある程度共有したなかで、技術移転

が行われること、さらに、産業機械等のニーズ主導型の製品では、縦軸のキーワードが対象

製品に固有の要素技術に関わるものであり、全体のシステムについての製品構想をもつ企業
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側の主導が必要になること等が明らかになった。 

 

以上、本研究では、シーズ・ニーズマッチングの２つのボトルネックを克服するための一

連の新しいモデルを提案した。研究者がみずからのシーズ技術情報をもとに、特許情報を活

用することで、その適用候補製品を体系的に探索し、さらに、得られた製品候補の分野に特

徴的な製品開発プロセスや技術移転特性を理解したうえで、当該分野にマッチした簡略なパ

テントマップ分析を行い、技術移転の対象となる企業の候補に向けて、的確な情報を提供す

るための新しいモデルである。 
また、研究者が本モデルの手順を具体的に辿り、自らの技術を市場ニーズにマッチした技

術移転につなぐための支援システムについても基本的な部分を試作した。今後、本システム

の内容をさらに充実させ、有効で使いやすいシステムに仕上げていく必要がある。 
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第 1 章 研究の背景と目的 
 
 1－1 背景 
 
 2002 年 11 月に知的財産基本法が成立し、2004 年 4 月国立大学が法人化した。国の知的

財産推進計画に沿って大学の知的財産本部や技術移転機関が順次整備されてきた。 
 この間、民間企業との共同研究や、受託研究が急速に増加し、大学の教員・研究者の発明、

特許等出願も急増した上に、特許やノウハウ等の知的財産の権利が原則機関帰属となり、大

学が保有する知的財産の管理が徹底されるようになった。さらに、産学連携コーディネータ

ーや知的財産マネージャーの活動により、保有知的財産の産業界への技術移転も活性化して

おり、移転先企業の業種も機械、電気・電子、情報、医療・バイオ等多岐にわたり、規模も

大企業、中小企業、また大学発ベンチャー等に及んでいる。この動向は国内の各大学に共通

している。 
 
この新しい局面を迎えて約４年経過したが、この技術移転の活性化は、未だ、一部の教員・

研究者に限定されており、また、大学で産み出す技術の社会全体における広範な活用という

観点からみると、その移転先は、教員・研究者の個人的人脈と当該案件を担当した産学連携

コーディネーターや知的財産マネージャーの経験にもとづく限定的な範囲に留まっているの

が現状である。 
 
産学連携が活発になったとはいえ、やはりまだ、それが限定的な域をでないのは、研究、

教育を一義とする大学にとって、社会貢献とは研究成果をポイントで産業界に受け渡すこと

にあるといった考え方に負うところが大きいと思われる。 
本来、社会貢献とは、生活を便利に、あるいは、豊かにする「もの」や「こと」が社会に

普及して、世の中がその恩恵を被ることである。従って、大学の研究成果を社会貢献に繋げ

るためには、研究、技術開発、製品開発、市場投入までの一連のプロセスを完結させる必要

がある。しかし、高度成長期を終えた現代では、多様化した社会ニーズの中から浮き出てく

る市場ニーズは明らかではなく、また、市場ニーズそのものが、それを実現するための技術

との深い相互交渉のなかで顕在化していくといった面が大きい。すなわち、この一連のプロ

セスの単純な分業は困難であり、研究成果をポイントで受け渡す単純なモデルによる産学連

携では、なかなか成果に繋がらない。 
 
大学からの技術移転が初期の立ち上げ段階から今後の継続的発展に移行しつつある現在、

これまでの活動を検証したうえで、研究から市場投入までの全体プロセスのなかに位置づけ

た体系的な産学連携の手法を確立し、それを技術移転の現場に定着させていくことが、今後

のさらなる発展のために必須である。 
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1－2 目的 
 

大学の研究成果を産業界の技術開発、さらに、製品開発につなぎ、社会に広く普及してい

くためには二つのボトルネックがある。 

その第一のボトルネックは、普遍性を重視する大学の基盤技術の用途を限定して、特定製

品への応用に結びつけるときであり、第二のボトルネックは、適用製品を、社会ニーズ、さ

らには、市場ニーズにマッチしたものに仕上げ、それを事業として成立するまでに育て上げ

るところにある。 

これらは、大学からの技術移転の場合に限らず、俗に、死の谷とかダーウィンの海と称さ

れ、企業内研究開発においても、研究成果を事業に繋げるためのプロセスに存在する一般的、

かつ、本質的な課題である。また、この二つのボトルネックは独立ではなく、相互に干渉し

合うため、初めに全体を見極めた企画がないと成功しない。 

大学からの技術移転では、このプロセスが、大学、企業という存在目的も形態も全く異な

る組織をまたがって行われるという点に、さらなる難しさがある。 

 

一般的に、これまでの産学連携活動では、第一のネックに焦点が当てられてきた。しかし、

大学の基盤技術の移転においても、受け入れ側は事業に繋がる第二のボトルネックの出口を

模索しながら評価している。一方で、技術の提供元も、受け入れ側が欲しいものを明らかに

してくれないと、何を出せば良いのかわからない。 

お互いが相手側の領域に踏み込まず、大学側は「研究成果を企業に渡せば役目はおしまい、

あとの活用は企業側で考えてくれ」、企業側は「ものになる技術だけが欲しい」では産学連携

のこれ以上の発展は見込めない。両者が研究から事業化までの全体のプロセスを共有するこ

とは困難であるにしても、基本的に同じ土俵に立つ必要があるという意識の共有が必要であ

る。 

 

そこで、本研究では、企業内の研究開発プロセスにおいても存在する一般的な課題を受け

入れた上で、そのプロセスが異なる組織間にまたがることにより、付加的に発生する情報伝

達の問題にフォーカスし、その問題を主に大学側から解決するための体系的な手法を提案す

ることを目的とした。 

 

本研究では、マッチングとは、この二つのボトルネックを抜けるための道を見つけること、

と捉えている。 
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図１－１ 二つのボトルネック 
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第２章 課題と解決手法 

 

２－１ 研究成果の捉え方と適用製品の探索 

 

普遍性を重視する大学の基盤技術の用途を限定して、特定製品への応用に結びつける際の

第一のボトルネックにおいては以下の課題がある。 

大学のシーズ側にとっての第一の課題は、自らの研究成果をどう捉えるかという点にある。

大学の研究成果としては先端的知見が一番であるが、その成果を特定の製品に適用する企業

の立場からみると、それは必ずしも一番ではない。むしろ、それを支える周辺技術のほうが

有用であるケースが多い。 

第二の課題は研究成果を適用できるのはどの分野、製品、部品、機能、サービスなのかと

いう点である。現在は、研究者本人あるいはコーディネーターの限られた経験と勘が頼りと

いった面が強い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらの課題を克服するために、特許情報を活用することを考えた。 

特許情報とは「過去に製品化を意図した技術」の集合体である。毎年、40 万件にも及ぶ特許

が国内で生産されるなかで、その一件一件において、発明した技術を製品に結びつける知恵

が凝縮され、それらが膨大な量となって集約されたものが特許情報である。しかも、その情

報は技術と製品の分類コードで体系化されている。 

 この情報を課題克服に活用することを検討した。 
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特許情報：「過去に製品化を意図した技術」の集合体
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技術

製品

技術 製品

技術

製品

技術

製品

技術
製品

技術

製品

技術
製品

特許情報：「過去に製品化を意図した技術」の集合体

　　　　　　　技術、製品が分類コードで体系化

技術

製品

技術 製品

技術

製品

技術

製品

技術
製品

技術

製品

技術
製品

図２－１ 第一のボトルネック 

図２－２ 技術と製品が体系化された特許情報 
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 検討の結果得られた、第一の課題、第二の課題に対応するためのアプローチの手順を以下

に示す。 

 

①研究成果のキーワードを抽出 

 まず、自らの研究成果を代表すると考える例えば論文の要旨等のなかから、キーワードを

抽出する。これは、電子情報の文章中からキーワードを抽出する一般的な手法によればよい。

キーワードは技術に関するもの以外を含んでいてもよい。自動抽出した単語の中から、明ら

かに無関係なものはこの段階で削除する。 

 

②自らの研究成果の捉え直し 

次に、抽出キーワードを特許の技術分類体系上で技術分類コードと対応付ける。具体的に

は、特許の技術分類コード FI の名称及びその説明文のなかに、①で抽出したキーワードと同

じものを探し、対応する FI コードを選定する。この段階で、研究成果から抽出した断片的か

つ無秩序なキーワードが特許の技術分類コード上で体系化された技術キーワードに変換され

る。選定した FI コードの上位・下位概念を参照し、自らの研究成果に含まれる技術を再認識

し、明らかに意図に反するものは削除して、コードの絞込みを行う。 

 

③関連製品の探索 

次に、技術分類を示す FI コードから、製品分類の概念に近い分類を示す F ターム分類コー

ドへの変換を行う。具体的には、F タームの名称及びその説明文のなかに、②で抽出した技

術分類コードの名称と同じものを探し、対応する F タームコードを選定する。この作業は、

過去に出願された膨大な特許のなかで関連付けられた技術と製品の相関関係を利用して、当

該技術に最も関連の深い製品を探索することに相当する。 

  

④適用製品の選定 

最後に③で選定した F タームコードが示す適用製品メニューのなかから、その上位、下位

概念も参照しながら、適当な適用製品を選定する。 

 

以上、大学シーズ側からのアプローチについて述べたが、ニーズ側の課題についても、論

文、特許、研究者など様々な形態で分散する大学シーズ情報の相互検索機能を強化すること

などについて検討した。 

 

以上述べたことについて、具体的な手法やシステムの詳細を第三章に示す。 
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２－２ 製品分野別技術移転の特徴と情報分析 

 

適用製品を、社会ニーズ、さらには、市場ニーズにマッチしたものに仕上げ、それを事業

として成立するまでに育て上げるところにある第二のボトルネックには以下の課題がある。 

 

その課題は、「製品分野によって事業に繋げる研究開発のプロセスは全く異なる」という点

にある。結果として、大学から産業界へのあるべき技術移転のプロセスも製品分野によって

全く異なる。企業内の研究開発であれば、自らの製品分野にマッチした研究開発プロセスが、

それぞれの企業内である程度定着しており、内部でその固有のプロセスを意識することは少

ないし、また、意識する必要もないが、大学の研究者にとって、それは本質的な大きな課題

である。自らの技術がどの製品分野に適用されるのか不明ななかで、対象製品によって技術

移転のプロセスを使い分けていく必要が生ずる。さらに、企業内の研究においても、研究成

果はなかなか市場ニーズにマッチした製品事業には繋がらない。すなわち、企業内において

もシーズ・ニーズのマッチングは容易ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

そこで、本研究では、企業内の研究においても存在する研究開発の課題はそのまま受け入

れたうえで、大学から企業への技術移転のプロセスに固有の付加的な課題を解決するための

手法を検討した。 

 

 なお、筆者等は平成１８年度特許庁「大学における知的財産権研究プロジェクト」の一環

として実施した「大学からの技術移転に係わる産業財産権に関する調査研究」に於いて、対

象製品分野にマッチした技術移転の手法を大学の研究者が理解し、それを活用できるように、

過去の実績をもとに、製品開発と技術移転のあるべきプロセスを製品分野別に類型化した。 

 

本研究では、その平成１８年度の成果をもとに、さらに、各製品分野に特徴的な技術移転

のプロセスにおいて、必要な情報の内容とその伝達方法はどうあるべきかを検討した。そし

て、各製品分野において、大学側から具体的な技術移転先を探索するための手法、さらに、

技術移転先が実施するであろう事業戦略、製品戦略立案のための技術分析にマッチした情報

提供の手法について提案した。 

 

本検討の具体的な内容は第４章、第５章で示すが、そのまえに、平成１８年度に実施した

製品開発の技術移転の類型化について、簡単に以下に示す。 

図２－３ 第二のボトルネック 
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まず、過去の実績調査を行った。すなわち、大学から産業界への過去の技術移転事例 200

件を追跡調査した。技術移転の形態としては共同研究、受託研究、特許等共同出願、特許・

ノウハウ等の知的財産の移転及び大学発ベンチャー起業を対象とした。 

調査内容は、技術移転の目的、分野、形態等の直接的な関連項目に加え、移転対象となっ

た当該製品開発プロセスに関し、技術移転時の開発フェーズ、産業財産権の出願状況など、

さらに、当該事業について、事業目的、製品分野、生産形態など、さらに、対象市場に係る

情報についても調べた。移転先企業は中小企業から大企業まで広く分布するが、中小企業は

主に中国地域の企業を対象とした。アンケート及び個別聞き取り調査で得た事例の技術移転

元大学は、日本国内の不特定な大学が大半であるが、一部海外の大学を含んでいる。 
調査対象製品分野は広範囲の産業分野に分布した。化学工業製品、医薬品、各種機械製品

が相対的に多い。 
 
 調査結果の分析にあたっては、まず、技術移転の分析のためにふさわしい製品分類につい

て、産業連関表を用いて検討した。これは、技術移転対象となる製品が、産業連関のなかで

他の製品とどのように関わり、また、どのように最終顧客に供給されるのかということは、

商品としてのその製品を特徴づける支配的な要因であり、ひいては、製品開発プロセス、技

術移転プロセスへの大きな支配因子となると考えたことによる。 
製品の流通特性の類似した製品を集約して、技術移転の対象製品を、Ⅰ食品･繊維、Ⅱ医療、

Ⅲエネルギー･情報･物流、Ⅳ輸送機･電気、Ⅴ産業機械、Ⅵ建設、Ⅶ産業素材の７分野に再分

類した。分類した７つの製品分野について、産業連関表を集約整理した結果を表２－１に示

す。この表の縦軸は各製品分野、横軸は各製品の需要先で、数値は流通金額の合計（単位：

兆円）を示す。なお、需要先が中間製品、あるいは設備投資の場合については、その製品分

野の内訳を表の右半分に示している。ここで、上段が中間製品、下段が設備投資を示す。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ

17 .6 0 .9 0 .1 0 .2 0 0 .4 1

0 .2 0 0 0 0 0 0

0 0 .8 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

3 .1 1 .2 10 .8 1 .4 0 .5 2 5

0 0 0 .1 0 .1 0 0 0 .1

0 .1 0 0 .6 36 .3 2 0 .8 0 .1

0 .3 1 .2 4 .9 1 .8 0 .6 0 .5 0 .8

0 0 .3 0 0 .9 6 .2 0 .5 0 .1

1 .8 0 .7 1 .7 3 .1 1 .1 0 .3 1 .6

0 .2 0 .2 1 .7 0 .3 0 .1 0 .2 0 .7

1 .1 1 .2 6 .2 0 .7 0 .2 0 .2 0 .8

3 .6 6 .2 8 .4 8 .3 4 .1 18 .4 30 .5

0 .1 0 .1 0 .3 0 0 0 0 .1
87 .6

0 .0 77 .3

1 .1

90 .8 7 .3 -16 . 5

2 9 .6 38 .7 9 .0

4 .4 0 .0 0 .1 0 .9

0 .0

0 .0 44 .0

0 .0

32 .5

18 .3 44 .3 -10 . 7 9 6 .1

0 .1

Ⅱ医療

Ⅲｴﾈﾙｷﾞｰ

･情報･物流

60 .4

10 .7 32 .0 0 .0 0 .0 0 .8 0 .0

102 . 3

1 2 .6 0 .0

32 .6 0 .0

Ⅵ建設

Ⅶ産業素材

Ⅳ輸送機･電

機

Ⅴ産業機械 1.0 0 .0

0 .0 0 .0

2 .5 27 .8

0 .5 0 .928 .7

0 .7 68 .4 4 .6

兆円
輸出

計

37 .9 0 .4Ⅰ食品･繊維

民間

消費

政府

消費

公共

投資

設備

投資

中間製品／設備投資の業種間流通

15 .3 10 .0 8 .7 -3 .0

-4 .9

輸入

計

-10 . 1

国内

生産

中間

製品

表２－１ 技術移転のための製品分類 
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７分野の特徴を以下に示す。 
Ⅰ、食品･繊維：民間消費主体の製品である。中間製品も多いがその大半は自分野内の消

費であり、他の特定の製品分野との関係は比較的少ない。 
Ⅱ、医療：民間消費主体であるが、政府消費（保険等）を伴う特殊な分野である。 
Ⅲ、エネルギー･情報･物流：中間製品として産業全体にわたって消費されている。民間消

費も多い。 
Ⅳ、輸送機･電機：自動車・家電のような民間消費と船舶・重電のような産業内の需要の

両方が有る機械製品である。中間製品の自分野消費が多く、部品産業が発達している

分野である。 
Ⅴ、産業機械：全産業に機械設備を供給している。中間製品の自分野消費が多く、部品産

業が発達している分野である。 
Ⅵ、建設：公共投資の割合が大きい分野であり、また、設備を各製品分野に供給している。 
Ⅶ、産業素材：中間製品を全産業に一様に供給している分野である 

 
 以上の製品分類をもとにした、技術移転の実績調査結果の分析により、例えば、「技術移転

の目的は医療分野では新分野進出が多いのに対し、輸送機･電機分野では既存製品の競争力向

上の方が多い」、「製品開発プロセスにおける市場探索から製品開発、商品化、市場投入のど

のフェーズで技術移転が行われたかについて、医療分野や産業素材分野では市場探索段階で

の移転が多い、産業機械分野では製品開発段階での移転が多い」といった製品分野固有の特

性が明らかになった。 
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そこで、これらの結果をもとに、技術移転を特徴づける新しいマップを提案した。このマ

ップは、横軸を産業連関表の商品流通の流れに沿った最終顧客までの距離とし、縦軸をその

製品の商品としての汎用性としたものである。このマップ上の該当する位置に各種製品を配

置することにより、各製品分野の特徴を表現した。そして、マップの対角上に配置される製

品分野の技術移転を「ビジネスモデル依存型」「シーズ探索型」「パラダイム変革型」「ニーズ

主導型」の４つのキーワードで以下に示すように特徴付けられることを示した。 
 

①情報・エネルギーなど，最終顧客に近く，汎用的な製品は，自明なニーズに沿った研究成

果を，関連ビジネスに向けて広範に発信することが必要（ビジネスモデル依存型） 
②医療など，最終顧客に近いが，特殊な製品は，ニーズ側の特定目的にマッチした専門的な

技術シーズの探索がボトルネック（シーズ探索型） 
③産業素材など，最終顧客からは遠くても，汎用的な製品分野は，中長期の顧客ニーズを共

有しやすく、企業と研究者の分業が可能（パラダイム変革型） 
④産業機械など，需要が産業内に限られ連関が複雑な分野の技術移転では，ニーズ側の主導

が必須（ニーズ主導型） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
本研究の以降の検討においては、本製品分野マップに示される、製品開発や技術移転の製

品分野別特徴についての考え方を、基本においた。 

汎
用　
　

商
品
の
汎
用
性　
　

専
用

③ﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑ変革型

②シーズ探索型 ④ニーズ主導型

①ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ依存型

近い　　　最終顧客までの距離　　　遠い

医療 食品

情報 ｴﾈﾙｷﾞｰ 物流 産業
素材

産業
機械

建設
自動車家電

重電

航空機 船舶

エンジン

汎
用　
　

商
品
の
汎
用
性　
　

専
用

③ﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑ変革型

②シーズ探索型 ④ニーズ主導型

①ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ依存型

近い　　　最終顧客までの距離　　　遠い

医療 食品

情報 ｴﾈﾙｷﾞｰ 物流 産業
素材

産業
機械

建設
自動車家電

重電

航空機 船舶

エンジン

図２－４ 技術移転を特徴づける製品分野マップ 
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２－３ マッチング支援モデル 

 

 シーズ・ニーズマッチングの２つのボトルネック克服を支援するための、以上述べた新し

いモデルを図２－５に示す。 
 研究者がみずからのシーズ技術情報をもとに、特許情報を活用することで、その適用候補

製品を体系的に探索し、さらに、得られた製品候補の分野に特徴的は製品開発プロセスや技

術移転特性を理解し、さらに、当該分野にマッチした簡略なパテントマップ分析を行い、技

術移転の対象となる企業の候補に、的確な情報を提供するための新しいモデルである。 
 
 次章以降、この詳細を順次述べる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

適用候補製品の
体系的な探索

製品特性にマッチした
パテントマップ分析

シーズ技術情報

適用先製品候補

ニーズにマッチした形態の情報

特許情報の
技術・製品
分類体系

製品分野毎の
製品開発プロセス

技術移転特性

公開特許情報

適用候補製品の
体系的な探索

製品特性にマッチした
パテントマップ分析

シーズ技術情報

適用先製品候補

ニーズにマッチした形態の情報

特許情報の
技術・製品
分類体系

製品分野毎の
製品開発プロセス

技術移転特性

公開特許情報

図２－５ 製品特性を考慮したシーズ・ニーズマッチングのモデル 
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第３章 適用製品の体系的な探索 
 

３－１ 探索手法 
 
 大学の研究成果を社会に広く普及していくための情報伝達には二つのボトルネックがある

ことを述べた。基盤技術を用途限定して特定製品へ当てはめる、このボトルネックを具体的

に越えていくために、本研究ではシーズ・ニーズのマッチング検索システムを提案する。本

章ではこの手法の基本構成など概略とシーズ側からの具体的な適用事例を紹介する。 
 シーズ・ニーズマッチングにおいてシーズ情報の適応先を検索する必要があるが、その前

段階として用途を限定した特定製品の想定が必要となる。シーズ側ではコーディネーター等

がこの役割を担うが、１）専門分野でない場合、適用製品を想定できない、また、２）専門

分野の場合、分野外の製品を想定できない、３）新たな技術分野のシーズの製品には対応で

きないなどの問題がある。 
 図３－１に本探索システムの構成を示す。論文要旨などの研究者情報をもとにその適用製

品、マッチング先を探す。ここでは論文要旨を例に概略を説明する。まず、論文の要旨から

キーワードを自動抽出し、このキーワードから「技術分類コード（FI）」を検索する。この

コードは上位概念から下位概念にわたり構成されており、特許情報であれば必ず付されてい

る。さらにこのコードの説明文の用語を用いて「製品概念分類コード（F ターム）」を検索し、

このコードから提供製品を探索する。 
 本研究では製品概念分類コードとして比較的製品に近い概念を表す F タームを使用した。

以下ではこの分類コードを「製品概念分類コード（F ターム）」として表す。 

 

図３－１ 探索システムの構成 
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 表３－１に手順をまとめた。この探索手法の一番の特徴は一般的な単語からなる「論文中

のキーワード」を技術分類コードとの比較から抽出した、網羅的な「体系的技術キーワード」

に変換している点にある。表３－１の手順２）で一度シーズ情報を分類、整理しているため、

シーズ情報のキーワードから的確な関連製品情報が導きだされる。 
 

表３－１：シーズ側からの手順 
手順 具体的な内容 
１）研究成果のキーワードを抽出 論文アブストラクト等の全文検索により、断片的な技術

のキーワード抽出（論文中のキーワード） 
２）シーズ技術の分類・整理 抽出キーワードを特許の技術分類体系上で技術分類コー

ドと対応付け 
 技術分類コードの上位・下位概念を参照し、コードを絞

り込み（体系的技術キーワード） 
３）関連製品の探索 技術分類コードから製品概念分類コードへ変換 
４）適用製品の選定 製品概念分類コードから候補製品を選択 
 
 本研究での「技術分類コード（FI）」と「製品概念分類コード（F ターム）」について説明

する。図３－２に今回用いた二つの分類コードの概念を示す。「技術分類コード」と「製品概

念分類コード」はそれぞれ FI（File Index：ファイル・インデックス）、F タームと呼ばれる

特許庁の分類を用いている。FI は IPC を基礎として細展開された日本国特許庁独自の分類

で、F タームは FI をテーマによって分け、さらに用途、効果、機能など多観点からなる分類

である。FI と F タームを共に活用することで、特許の先行技術調査を行う際に利用されてい

る。F タームは製品概念分類コードとして作成されている分類ではないが、本研究では、F
タームは製品に近い概念を分類しているとみなせるものとして扱うこととする。 
 
 光学部品での例を挙げる。 
・技術分類コード（FI） 
 階層構造の分類で物理学から分類していき、レンズなどの光学要素にまで分類している。

レンズを並べたレンズアレイの場合、物理学から次のような階層で分類される。 
 
「物理学」－「光学」－「光学要素」－「単レンズ」－「レンズアレイ」。  
 
・製品概念分類コード（F ターム） 
 この分類ではある製品に近い概念を想定し、この要素の一覧を分類している。テーマコー

ド「2H054」、テーマ名称「カメラ一般」の場合、下記の様に分かれ、さらにその中でマト

リックス状に細分化されている。 
 
「機種」「駆動系」「ミラーのはね上げ形式」「ボデイ構造」など 
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図３－２ 分類コード 

 
 カメラ一般の場合これに対応する FI 範囲「G03B19/00-19/16：メイングループ カメラ」

が存在する（図３－３）。これは F タームのテーマに対応する FI の分類で「ロ－ルフイルム

カメラ」「感光板用またはカツトフイルム用カメラ」「ピンホ－ルカメラ」など、カメラの種

類で分類している。この FI 分類には、カメラの部品、レンズ、フィルム、駆動系などカメ

ラの構成要素の情報は含まれていない。 
 この上位概念の「G03B」は「写真を撮影するためのまたは写真を投影もしくは直視する

ための装置または配置;光波以外の波を用いる類似技術を用いる装置または配置;そのための

付属品」である。これはカメラを含む画像の記録装置であり、映写機などの映画用カメラや

光波以外の波を用いて記録するものまで含まれており、該当する範囲は F タームに比べ広い。

また、FI の中には F タームと対応していない分類も存在する。 

 

図３－３ FI と F タームの関係（FI 範囲） 
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○手順の詳細（キーワードの抽出） 
 
 シーズ側からの表３－１の手順２）「研究成果のキーワードを抽出」について研究者情報か

らのキーワードの抽出には二つの方法がある（図３－４）。 
 
１）文章から自動的にキーワードを抽出（適切なキーワードを判断できない場合） 
 研究者情報から要旨、シーズ説明文などの文章を使い、自動的にキーワードを抽出し、検

索する。漢字またはカタカナがキーワードであると仮定し、設定した文字数以上の文字列を

抽出する。また、頻度によりキーワードに重みを付け表示する。シーズ内容を理解していな

い場合でもキーワードを抽出できるが、的確ではないキーワードも抽出される。 
 
２）既存のキーワードを用いる（適切なキーワードを判断できる場合） 
 研究者情報から、研究者やコーディネーターが的確な単語を判断しキーワードとし検索す

る。論文の場合には著者の設定したキーワードが存在する場合もある。手順１）の自動抽出

後のキーワードから的確なキーワードを選択することも可能である。シーズ内容を理解して

ない場合でも、手順１）の結果から汎用的な言葉を取り除き検索することで、適切なキーワ

ードを選択できる。 
 
 これら二通りのキーワード抽出方法と AND（論理積）検索と OR（論理和）検索を行い、

適切な技術分類コードを検索する。 

 
図３－４ キーワードの抽出 

 
○手順の詳細（製品概念分類コードの検索） 
 
 技術分類コード（FI）から製品概念分類コード（F ターム）を検索する場合にも二通りの

検索方法がある（図３－５）。 
 
１）キーワード検索（広い範囲の検索、IPC などほかの分類体系を使った検索） 
 技術分類コード説明文から自動的にキーワードを抽出し、製品概念分類コードを検索する。

先ほどと同様に漢字またはカタカナがキーワードであると仮定し、設定した文字数以上の文

字列を抽出し、頻度により、キーワードに重みを付ける。IPC などほかの分類体系の説明文

からのキーワード抽出も可能である。 
 キーワードが分かっている場合には、そのキーワードをもとに検索する。 
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２）FI に対応する F タームを検索（狭い範囲の検索） 
 F タームにはそのもとになる FI が FI 範囲として記述されているので（図３－３）、この

FI 範囲を逆引きし FI から F タームを検索する。この製品概念検索では繋がりの強い技術分

類コードの製品概念が列挙される。ただし、対応する F タームが存在しない場合もある。 
 狭い範囲のより的確な製品概念分類を探索したい場合には FI 範囲をもとにした検索を行

う。対応する F タームが存在しない場合や、新たな用途やその分野以外の広い製品分類探索

する場合には、キーワードによる検索を行う。 

 
図３－５ 製品概念分類コード（F ターム）の検索 

 
○IPC の使用について（大学研究者） 
 大学の特許研究者からは、IPC を使った分類を勧められた。本研究では、特許庁で実際に

使用され、技術の目利きである審査官が作成しており、マッチングに有効であると考えられ

ることから、FI と F タームの組み合わせを用いた。また、F タームは FI をもとに関連付け

られているため、関連の強い検索が可能である。 
 本手法でも、IPC の検索を行い、説明文からキーワードを抽出し F タームを検索すること

は可能である。さらに、分類コードには英語も併記されているため、英語での検索も可能で

ある。 
 
○ニーズ先分野の分かっているものではこの手法を活用できないのでは（産学連携担当者） 
 用途の分かっているシーズ情報の場合、本手法のキーワード検索を用いると、その分野の

ほかに、想定外の分野の製品（ニーズ先）の検索が可能である。研究者が活用した場合でも、

想定している研究分野以外の応用先が分かる場合がある。 
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３－２ 探索支援システムの構成 
 
 データベーステーブルの構成は以下とおりである（表３－２）。広島大学シーズデータベー

スは広島大学で公開しているシーズ情報で約 400 件のテーマを含んでいる。 
 

表３－２ データベーステーブル構成 
テーブル名（英語表記） 種類 ソース元 

FI 一覧情報（T_Fi） Data 特許庁公開のデータ 
F ターム一覧情報（T_Fterm） Data 特許庁公開のデータ 
キーワード抽出環境設定（Lapsas_conf） Index － 
キーワード抽出設定（Lapsas_setting） Index － 
T_マスター（T_master） Data 広島大学シーズデータベース 
T_学内向分類（T_bunrui_gakunai） Index 広島大学シーズデータベース 
T_企業用分類（T_bunrui_kigyou） Index 広島大学シーズデータベース 
T_職階（T_shokkai） Index 広島大学シーズデータベース 
T_所属部課 1（T_shozoku1） Index 広島大学シーズデータベース 
T_所属部課 2（T_shozoku2） Index 広島大学シーズデータベース 
T_所属部課 3（T_shozoku3） Index 広島大学シーズデータベース 
ユーザーデータ（T_members） Data 広島大学シーズデータベース 
システム調整データ（S_resist） Data － 
 
○各データベーステーブルの説明 
 
FI 一覧情報（T_Fi）： 
 「パテントマップガイダンスシステムデータ」（（独）工業所有権情報・研修館にて提供）

を用いた。日本語と英語のテキストデータを統合し、一つのデータにまとめた。この中に含

まれているデータを検索しヒットすれば、ヒットしたデータの FI データを返して表示する。 
 「FI 説明文」、「FI 説明文英語版」、「FI ハンドブック」の各セクションのデータを使用

した。これらの CSV ファイルをアップロードし、サーバ上でデータベースにインポートし

た。 
 
F ターム一覧情報（T_Fterm）： 
 「パテントマップガイダンスシステムデータ」（（独）工業所有権情報・研修館にて提供）

を用いた。テーマと解説文のテキストデータを統合し、一つのデータにまとめた。この中に

含まれているデータを検索しヒットすれば、ヒットしたデータの F タームデータを返して表

示する。 
 各テーマグループの「F ターム」、「F ターム解説」、「F ターム・英語版」、「F ターム解

説・英語版」データを使用した。これらの CSV ファイルをアップロードし、サーバ上でデ

ータベースにインポートした。 
 
キーワード抽出環境設定（Lapsas_conf），キーワード抽出設定（Lapsas_setting）： 
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 キーワード抽出条件を設定する。漢字、全角カタカナをキーワードであるとみなし、漢字、

カタカナともに 3 字以上 10 字以内をキーワードして抽出するように設定している。キーワ

ード抽出結果の重み付けも設定する。 
 
T_マスター（T_master）： 
 広島大学シーズデータベースの元データが全て入っているデータベースである。ただし、

ある項目はインデックス化され、以下のデータベーステーブル内に収められている。本研究

用にシーズデータに「FI」「F ターム」を設定できるように一部項目を追加した。 
 
T_学内向分類（T_bunrui_gakunai）： 
学内向け分類のインデックスデータである。 
 
T_企業用分類（T_bunrui_kigyou）： 
企業向け分類のインデックスデータである。 
 
T_職階（T_shokkai）： 
職階のインデックスデータである。 
 
T_所属部課 1（T_shozoku1），T_所属部課 2（T_shozoku2），T_所属部課 3（T_shozoku3）： 
所属学部や課のインデックスデータである。 
 
ユーザーデータ（T_members）： 
 ユーザー（各教員やコーディネーター）が自分でシーズ情報を編集するためのログイン ID
で、暗号化したパスワード、再発行時に使用する仮パスワード、メールアドレスなどの情報

も含んでいる。 
 
システム調整データ（S_resist）： 
 検索結果の保存やユーザーメールアドレス変更など何らかの作業を行うときに、その情報

を保留しておくための一時利用データベースである。 
 
 データベーステーブルの概要を図３－６に示す。「シーズ情報データ」「技術分類コード

（FI）」「製品概念分類コード（F ターム）」の三つのデータを独立させている。そのため、特

許庁の分類コードが更新された場合でも、更新されたファイルを更新することで、全体を変

更せずに運用可能である。シーズ情報は教員やコーディネーターなどのユーザーと管理者が

修正できる。シーズ情報への FI や F タームの付加はユーザーと管理者が行う。 
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図３－６ データベース概要  

 
○検索方法について 
 
 検索までの流れを図３－７に示す。本システムでは検索エンジン（検索を担うプログラム）

を一つにまとめている。このため、技術分類データベース、製品概念分類データベース、シ

ーズデータベースなど、どのデータベースのどの項目も検索対象にできる。これらの検索結

果を使い、再び検索することで相互の検索が可能である。FI 範囲を使った検索などの場合に

は検索する項目を選択することで実現している。 

 
図３－７ 検索までの流れ 
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３－３ 探索支援システムの適応例 
 
 ナノ粒子、金コロイド粒子の論文要旨の内容をもとに「適用製品・マッチング先」検索例

説明する（図３－８）。この例では論文要旨を使った検索を行うが、研究シーズにキーワード

がある場合には、そのキーワードを用いて文字列での検索を行う。 

 
図３－８ 論文を使った適用製品の検索概要 

 
 図３－９に論文を用いた技術分類コード（FI）検索例を示す。漢字、カタカナの設定した

文字数以上の単語を抽出したキーワードを使い検索する。また、文章中での出現頻度から重

みづけする。要旨を読み適切なキーワードが判断できる場合は文字列で検索した方がより適

切な技術分類コード（FI）を検索できる。なお、検索は FI の上位から下位までのカテゴリ

ー全てを対象とした全文検索を行う。 

 
図３－９ 技術分類コード（FI）検索例 

 
 図３－１０に検索結果を示す。FI は階層構造を持っており、下位概念を含めると膨大な検

索結果が表示されるので、上位の技術分類コード（FI のサブクラスとその説明文）のみ表示
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している。この例では「金属の鋳造」「金属質粉の加工」「合金」などが表示される。この中

から「B22F 金属質粉の加工」を選択することで、その詳細が表示される。 

 

図３－１０ 技術分類コード（FI）検索結果の表示 
 
 下位の階層も参照し、注目する技術分類コード（FI）の選択を行う。この例では「B22F
金属質粉の加工」の詳細を示している。「焼結によるもの」「磁性粉の製造」などの詳細情報

が表示され、この中から、注目する技術分類コード（FI）を選択する（図３－１１）。 
 研究成果の内容を的確に表している詳細を見てみると金コロイド、ナノ粒子に対応するも

のに「9/00 金属質粉またはその懸濁液の製造」がある。この説明文を用いて次に製品概念

分類コードを検索する。 

 
図３－１１ 技術分類コードの選択 

 
 さらに、選択した技術分類コード（FI）を製品概念分類コード（F ターム）へ変換する。

検索の結果、製品概念分類コードの一覧が表示され、このなかから製品適用先を探索する（図
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３－１２）。製品概念分類コード（F ターム）のメニューから適用可能な製品を選択する。検

索結果の詳細、金属質粉またはその懸濁液製造法、など製造プロセスに関するニーズがある

ことが分かる。さらに見ていくとそれに加え、面発熱体、光集積回路などの製品や繊維材料

の処理などがある。この例からは製造プロセスメーカーのほかにデバイスメーカーなどの売

り先が想定される。 

 

図３－１２ 製品概念分類コード（F ターム）の探索 
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３－４ 探索支援システムの機能と活用 
 

 本検索システムの機能のまとめを図３－１３に示す。「論文などのシーズ情報」、「技術分類

コード」、「製品概念分類コード」の三つのデータベースから成り立っており、キーワードや

論文要旨などの文章をもとにそれぞれのデータベースの検索するほか、別の分類コードや研

究者情報の検索も可能である。FI、F ターム間では F タームの FI 範囲をもとにした検索も

追加している。以下の章で作成するパテントマップのパラメータ検索にも使用した。 

 
図３－１３ 検索システム概要 

 
活用１：研究者やコーディネーター側から研究成果の適用可能な製品を体系的に探索 
 研究者シーズの売り込み先、適用製品を体系的に検索する。コーディネーターにとって適

用先が分かりにくいシーズについては適用可能な製品を、また、分かっている場合でも、想

定している適用先以上の検索が可能となる。 
 さらに、既存の各大学のシーズ情報をもとに、分類コードを付与したシーズ情報を活用す

ることで、ニーズ側が使いやすい付加価値のついたシーズ情報を提供できる。本システムを

使った検索結果を使い、シーズ情報へ製品を意識した分類コード（FI、F ターム）を付与す

ることができるため、ニーズ側からの検索効率が飛躍的に向上する。 
 
活用２：パテントマップ軸の検索 
 次章でのパテントマップのパラメータ（軸）を特許情報、シーズ情報から検索する。特許

情報の場合は FI や F タームを使い、周辺技術を検索した。シーズ情報も活用し、パテント

マップのパラメータ選択に活用した。 
 
活用３：応用分野の探索 
 既存の特許情報をもとに、シーズの特徴を生かした、研究者シーズの研究応用分野を探索

する。キーワードを使うことで想定している分野のほかに、想定外の用途を含めた応用分野

の検索が可能である。 
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 本システムは下記 Web サイト（図３－１４）で運用している。 
URL http://hupmap.hiroshima-u.ac.jp/ 
 

 

 
図３－１４ 試作した Web サイト 
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第４章 技術移転に有用なパテントマップ形態の検討 
 
４－１ シーズ・ニーズマッチングの流れ 
 
 現在、大学等のシーズ側におけるシーズ・ニーズマッチング活動の特徴として、コーディ

ネーターの方々の経験やコネクションに依存している点が非常に強いことが挙げられる。も

ちろん経験や、既存のコネクションを活用したシーズ・ニーズマッチング活動はとても重要

である。しかし、幅広い経験やコネクションを持つコーディネーターが職場を去られた際に

は、急速にシーズ・ニーズマッチング活動が縮小する危険性を否定できない。よって、持続

的に質の高いシーズ・ニーズマッチング活動を進めるため、また今後経験の少ない若手の産

学連携人材が活躍するためには、効果的かつ汎用的なシーズ・ニーズマッチング手法の提案

が求められる。そこで、本研究では、シーズ・ニーズマッチング活動に特許情報を活用する

ことを検討した。 
 

シーズ・ニーズマッチングの際に特許情報を活用するためには、｢シーズ・ニーズマッチン

グの流れ｣、および｢流れの中で必要となる情報｣について整理・抽出することが必要不可欠で

ある。そこで、まず理想的な｢シーズ・ニーズマッチングの流れ｣、及び｢流れの中で必要とな

る情報｣について、シーズ側、あるいはニーズ側の各視点から検討をおこない、図４－１にま

とめた。 
 
 ニーズ側からシーズ側へのアプローチとしては、まず初めにニーズ側において｢製品・技術

開発の方向決定｣を行う。その結果により、製品開発へ進むか、あるいは不足技術を求め｢シ

ーズ先の選定」を行うと考えられる。その際に必要となる情報は、「想定市場の設定」、「ビジ

ネスモデルの設定」、「製品・サービスの構想立案」、「必要技術の抽出」、「自前技術の評価」、

「競合の分析」、「技術のアウトソーシング」が挙げられる。 
 一方で、シーズ側からニーズ側へのアプローチとしては、製品に近いシーズ技術を除き、

まず初めに「シーズ技術を応用する製品・サービスの選定」を行い、次に「ニーズ先を選定」

し、ニーズ先へアプローチするための「提案内容の策定」を行うと考えられる。その際に必

要となる情報は、「想定市場の設定」、「ビジネスモデルの設定」、「製品・サービスの構想立案」、

「自前技術の評価」が挙げられる。 
 
ここで注目すべき点は、 
1．「想定市場の設定」、2．「ビジネスモデルの設定」、 
3．「製品・サービスの構想立案」、4．「自前技術の評価」 
については、ニーズ側とシーズ側の両方において必要となる点である。つまり、上記 4 点に

ついて、調査・分析した上でシーズ・ニーズマッチング活動を行うことで効率のよい活動が

可能と考えられる。 
 

ただし、大学等のシーズ側がニーズ側の「ビジネスモデルを設定」および「製品・サービ

スの構想立案」をした上でマッチング活動をすることは理想的ではあるが、現実には非常に

難しい。その原因はいくつかあるが、大きく分けて 2 つあると考える。 
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まず第 1 は、特許情報が一般に公開される時期が出願後 1 年 6 カ月である点である。つま

り、シーズ側が特許情報を知った時には、ニーズ側の事情が様々に変化している可能性が高

いのである。 
第 2 は、発明・技術を実施するのはシーズ側ではなくニーズ側であることである。この点

は当たり前のことであるが、常に意識しておかないとならない。なぜなら、シーズ側からい

くら素晴らしい「ビジネスモデル」、および「製品・サービス」を提案しても、ニーズ側にそ

ぐわなければ意味をなさないからである。よって、シーズ側にとってのビジネスモデルを設

定することとは「シーズ技術を扱うに適したマッチング先を見つけること」、「製品・サービ

スの構想立案」をすることは「ニーズ側にシーズ技術の詳細な用途情報を提供すること」に

ほぼ同意と考えた。 
 
以上より、シーズ側にとって「想定市場の設定」と「ビジネスモデルの設定」とは、大ま

かにマッチング企業先を選択するための情報、「自前技術の評価」と「製品・サービスの構想

立案」とはシーズ技術の詳細な情報、と定義した。ただし、「自前技術の評価」と「製品・サ

ービスの構想立案」については、前者がより純粋に技術に関する評価情報であることに対し、

後者はシーズ技術の用途・製品先の評価情報であるとした。 
次節からは、シーズ側がこれらの情報を如何に効率よく特許情報から抽出し、マッチング

活動に活かしていくかについて検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図４－１ シーズ・ニーズマッチングの流れ 
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４－２ パテントマップの整理・分類 
    
４－２－１ 作成手順と、従来の分類法 
  

シーズ・ニーズマッチング活動に特許情報を活用すると述べたが、特許情報は包含する情

報量が非常に多く、必要な特許をデータベースから取得しただけでは、単なる｢特許情報の束｣

でしかない。従って、この｢特許情報の束｣を全て確認し、必要な情報を取得するには、かか

る労力・時間ともに莫大なものになってしまう。このような特許情報の収集・分析の際に強

力なツールとなるのが｢パテントマップ｣である。そこで、シーズ・ニーズマッチングに特許

情報を活用するために、まず既存のパテントマップの整理・分類を参考にすることを考えた。 
 
 ｢パテントマップ」についてはこれまでに多くの研究がなされてきた。例えば、定義ひとつ

とっても様々なものがあり、「膨大な特許情報の束の中から,目的に合った切り口で,情報を収

集・分析・加工をおこない,図面,チャート,グラフ,表などに可視化して分析結果を示したもの」

[永田,隅藏編著,2005]、｢膨大な特許情報を,特定の利用目的に応じて収集・整理・分析・加工

し,かつ図面,グラフ,表などで視覚的に表現したもの｣[特許庁,2000]、｢基本特許から応用特許

まで関連する特許を地図のように配置し,ライバル会社の特許の保有状況と比較するもの.そ
れを見れば、特許情報は何で,特許網をどう展開したらよいか,さらに競合企業が欲しがる特

許はなにかまで一目でわかるようになっているもの｣[日経ビジネス,2001]、｢特許情報を分析

して,その結果をビジュアル化して,目的とする事柄（動向・分布などの実態）が読めるよう

にしたもの｣[新井,1998]等が挙げられる。  
 
つまり、パテントマップとは、1．作成目的を決定し、2．目的に沿って特許情報を収集し、

3．｢特許情報の束｣を目的に合った切り口で分析・加工し、4．その結果をグラフ、図面等に

より一目で分かるように視覚化したもの、といえる。パテントマップについて、現在までに

整理・分類された内容について図４－２に示す。ただし、シーズ・ニーズマッチングに適し

たパテントマップを見つけるためには、図４－２に示した既存の整理・分類法は参考にはな

るが情報が不足していると感じた。 
 そこで、次節において、シーズ・ニーズマッチングに適したパテントマップを探索するた

めに、新たな分類・整理を行った。  
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図４－２ パテントマップ作成手順と、従来のパテントマップ分類 
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４－２－２ シーズ・ニーズマッチングに適した分類法の検討 
  
 前節において、パテントマップを作成する際には、第 1 に｢知りたい情報（パテントマッ

プ作成目的）の決定」が必要であると述べた。シーズ・ニーズマッチングを目的とする際に

必要な情報ついては前述したように、 
1．「想定市場の設定」、2．「ビジネスモデルの設定」、 
3．「製品・サービスの構想立案」、4．「自前技術の評価」 
が挙げられる。 
 
 そこで、まず初めに多くのパテントマップを収集し、それぞれが上記したシーズ・ニーズ

マッチングに必要となる 4 つの情報を示すかどうかについて検討した。この際には、「特許

流通支援チャート」、「特許出願技術動向調査報告」、「技術分野別特許マップ」等に代表され

る既存のパテントマップデータベース、及び業者作成の広島大学の技術移転例に基づいたパ

テントマップを参考とした（業者作成のマップについては添付 A に示す。）。さらに、それら

のパテントマップの評価軸が、「時間推移」、「発明（技術）元」、「技術」、「用途」、「製品」の

内、どの情報を示すかについて検討を行った。 
また、本研究においてはパテントマップを、2 つの評価軸を持つもの（2 軸表現マップ）、

および 3 つの評価軸をもつもの（3 軸表現マップ）に大別した。図４－３は 2 軸表現マップ、

図４－４は 3 軸表現マップの具体的な分類作業例を示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
図４－３ 2 軸表現パテントマップ分類例 
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そして、シーズ・ニーズマッチングに必要となる 4 つの情報と、評価軸の組み合わせとの

相関関係について整理・分類した結果を表４－５に示す。表では、評価軸の項目を列と行に

取り、その組み合わせが①「想定市場の設定」、②「ビジネスモデルの設定」、 
③「製品・サービスの構想立案」、④「自前技術の評価」の情報を示す度合を◎、○、×で評

価した。◎は強く示すことを、○は条件によっては示すことを、×は示さないことを表して

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
表４－５ パテントマップの評価軸の組み合わせと、得られる情報との対応表 

 

 
 
図４－４ 3 軸表現パテントマップ分類例 

①「想定市場の設定」、②「ビジネスモデルの設定」、 
③「製品・サービスの構想立案」、④「自前技術の評価」
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４－３ パテントマップの形態の検討 
 

前述したように、本研究においてはパテントマップを、2 つの評価軸を持つもの（2 軸表

現マップ）、および 3 つの評価軸をもつもの（3 軸表現マップ）に大別した。ただし、ほとん

どのパテントマップにおいては、特許出願・公開件数を評価軸の一つとして用いているため、

実際に自由に設定できる評価軸は、2 軸表現マップでは 1 軸、3 軸表現マップでは 2 軸であ

る。よって、2 軸表現マップはシーズ・ニーズマッチングに使用するためには情報量が不足

していると感じた。 
 
一方、3 軸表現マップにおいては、「発明（技術）元」と「技術」、または「用途」、または

「製品」の軸で構成されるマップが、「想定市場の設定」、「ビジネスモデルの設定」、「製品・

サービスの構想立案」、「自前技術の評価」を全体的に示すパテントマップとして挙げられる。

また、「技術」、「用途」、「製品」の組みあわせにより示されるマップは、製品・サービスの構

想立案」、「自前技術の評価」を詳細に行う際には適したマップである。一方、「時間推移」の

軸を持つマップは、技術動向を分析する際にはとても便利であるが、公開時期等の時間推移

のパラメーターについては特許情報を収集する際に検索式により指定可能であるため、シー

ズ・ニーズマッチングに活用するパテントマップの表現としてはあまり適していないと考え

らえる。 
 
以上より、シーズ・ニーズマッチング先選定の際には、「発明（技術）元」と「技術」、ま

たは「用途」、または「製品」の軸で構成されるマップが最も汎用性が高いと考えられるため、

本研究におけるパテントマップの基本形として用いた。 
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４－４ パテントマップの簡便な作成例 
 
４－４－１ 各作成手順に対応した、簡便な情報収集方法 

 
本研究では、大学等のシーズ側に所属する研究者、及びコーディネーターが、シーズ・ニ

ーズマッチング活動の際に特許情報を活用することを目的としている。とはいえ、研究者や

コーディネーターには、シーズ技術 1 件ずつについて特許情報を隅々まで調査し、詳細な特

許マップ群を作成する時間はないのが現実である。よって、シーズ側が特許情報をパテント

マップとして活用する際に重要となるのは、「特許情報を効率よく収集し、簡便にパテントマ

ップを作成できること」である。そこで、本節ではパテントマップの簡便な作成手順につい

て提案する。 
  

まず、パテントマップの作成手順は図４－２に示したように、 
1．知りたい情報（パテントマップ作成目的）の設定 
2．特許情報収集 
3．情報加工・分析 
4．分析結果表示 
という過程を経る。上記手順の内、1 と 4 については以下の通りである。 
1．パテントマップの作成目的＝シーズ・ニーズマッチングのため 
4．分析結果の表示＝「発明（技術）元」と「技術」、または「用途」または「製品」の軸で

構成される 3 軸表現マップ 
そこで、本節では、2 と 3 の手順に関する簡便な作成手順を提案する。 
  

第 1 に、手順 2 [特許情報の収集]について説明する。本手順において要となるのは「検索

式の構築」である。一般的に検索式とは、ある発明・技術情報について、1）特許情報の書

誌事項、2）技術内容を示すフリーキーワード、3）IPC,FI,F タームといった分類コード、を

組み合わせたものである。例を図４－６に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 式 1 : FI=B23Q17/00 

      式 2 : 請求項=(ツール+ＴＯＯＬ+工具+バイト+切削刃+カツタ) 
           式 3 : 請求項=(ホルダ+保持) 
           式 4 : 請求項=(傾き+傾斜+度) 
           式 5 : 公開日=2007.04.01 以降 

式 6 : 式 2×式 3×式 4 
           式 7 : 式 6×式 1 
       式 8 : 式７×式 5 

※FI 記号 B23Q17/00:工作機械上において指示   
または測定する装置の配置 

 
図４－６ 工作機械に関する技術に対する検索式の例 
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しっかりとした検索式を構築するためには、「特許情報に関する知識」、「発明・技術情報に

対する知識」、「検索を行うデータベースに関する知識」等のさまざまな知識と、多くの時間・

労力が必要となる。ただし、これら全ての知識、および検索のための時間・労力を研究者、

コーディネーターに求めることは難しい。 
そこで、前述した 2)技術内容を示すフリーキーワード、3）IPC,FI,F タームといった分類

コードについては、簡便に検索式を構築するための手段として、第 3 章において説明した「探

索支援システム」を活用することを提案する。本システムを使用することで、大学等の研究

者の学会要旨や論文、あるいは簡単な技術説明書類から、「技術キーワード」、「FI,F ターム」

を簡単に抽出できる。後は、発明者・出願人や出願・公開年月日という分かりやすい項目を

検索式により設定することで、ある程度しっかりした検索式を簡便に構築することが可能と

なる。 
  

次に、3 の手順、[抽出した特許情報の加工・分析]について説明する。 
まず、抽出した特許情報の加工・分析の際に重要になるのは、集めた特許情報を目的に沿っ

た切り口で処理することである。シーズ・ニーズマッチングを目的とした場合の切り口は、

４－３節で述べたように、特許情報から「発明（技術）元」、「技術」、「用途」、「製品」、｢件

数」の情報を抽出することである。これらの情報の抽出先となる特許情報について図４－７

にまとめた。また、｢時間推移｣情報の抽出先についても参考として図示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

 

 
図４－７ パテントマップの評価軸の情報と、対応する特許情報 
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図に示した情報のうち、｢時間推移｣を示す｢公開(出願)・審査請求日｣、｢発明・技術元｣を 
示す｢出願人・発明者｣、｢件数｣を示す｢公開(出願)・審査請求件数｣のような情報元が一つで

あり、かつ特許公開情報等のフロントページに記載されたものは、検索式により特許情報を

集めた時点で判明するため情報を収集しやすい。 
  

一方で、「技術」、「用途」、「製品」情報については、情報元となる特許情報が「IPC」、「FI」、 
「F ターム」、「明細書・要約中のキーワード」と複数存在する。これらの中では、「明細書・

要約中のキーワード」と比較して、「IPC」、「FI」、「F ターム」の方が情報として扱いやすい。

なぜなら、「IPC」、「FI」、「F ターム」は特許公開情報等のフロントページに記載されている

ため情報が収集しやすいことに加え、世界知的所有権機関（WIPO）、日本国特許庁において

体系的に分類されているからである。中でも、「FI」、「F ターム」は日本国特許庁により国際

特許分類である「IPC」を細分化したものであり、さらに第 3 章でも述べたとおり「FI」は

技術・用途を、「F ターム」は用途・製品を示す傾向がある。よって、「技術」、「用途」、「製

品」情報を分析する際には、「FI」、「F ターム」を用いることを提案したい。 
  

ただし、独自の詳細なキーワードにより「技術」、「用途」、「製品」情報を分析したい場合

には、「FI」、「F ターム」ではカバーしきれない場合がある。その際には「明細書・要約中の

キーワード」を独自に抽出・分析する必要が出てくるが、明細書のデータ量は膨大であり、

隅々まで明細書を検討すると時間・労力ともに膨大な作業となってしまう。そこで、明細書

のどの部分から「技術」、「用途」、「製品」キーワードを抽出するかという点について、パテ

ントマップ作成業者の担当者にヒアリングを行った結果を図４－８に示すので、参考にされ

たい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
図４－８ 技術・用途・製品キーワードの抽出先となる特許情報例 
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４－４－２ 作成手順の全体の流れ 
 
 シーズ・ニーズマッチングに適したパテントマップ作成手順全体の流れを、図４－９にま

とめた。次章では、本章で提案した手順を用いて作成したパテントマップが、実際のシーズ・

ニーズマッチングにどの程度活用できるかについて、広島大学の技術移転例を基にして検証

を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

図４－９ シーズ・ニーズマッチングに適したパテントマップの簡便な作成手順例 
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図５－１ 製品分類特性にマッチしたパテントマップ情報 

第５章 パテントマップを用いた情報分析  
    

５－１ 製品分野特性にマッチした特許情報 
 

まずはじめに、第２章において技術移転のプロセスにおける『シーズ探索型』『パラダイム

変革型』『ビジネスモデル依存型』『ニーズ主導型』の 4 つの類型を示した。さらに、第４章

において技術移転に有用なパテントマップ形態を示した。 
その結論に基づき、本章においては製品分野毎の特性に対応した特許情報を用いた大学技

術移転のシーズ・ニーズのマッチング手法について検討を行う。この手法については、研究

者が日常的に活用することを想定して、一律・簡便な方法として、具体的事例に基づいた検

討を行った。 
図５－１は、大学の技術を企業の製品開発プロセスの各段階へと技術移転する際の製品分

類特性にマッチしたパテントマップに盛り込むべき情報について一般的特徴を示した。 
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この図中の矢印は、シーズ・ニーズマッチングの際に大学と企業との間で重要な情報が流

れる方向および企業の製品開発プロセスのどの時期に情報提供されることが有効であるかに

ついて示している。たとえば、『シーズ探索型』の矢印については技術情報が大学側（シーズ

側）から企業側（ニーズ側）のへと、市場探索段階で示されることがポイントとなるといっ

た意味をあらわしている。 
そこで、『シーズ探索型』製品分野では、市場探索段階といった研究開発の上流において、

ニーズ側からの薬剤、治療手法等といった情報の探索がボトルネックとなるので、大学側か

らこの分野の基礎研究についての情報を発信することによりスムーズにシーズ・ニーズマッ

チングが行うことが可能となる。 
次に、産業素材などの製品が該当する『パラダイム変革型』製品分野では、製品開発に至

る前の段階において、新材料等の技術シーズを用途や効能に関連付ける情報を、大学と企業

の双方が共有して、技術開発をお互いに分業する必要がある。 
さらに『ニーズ主導型』製品分類においては、企業の製品開発の初期の時点で、製品要素

に関するニーズをタイムリーにシーズに繋げるための情報が必要となる。 
最後に『ビジネスモデル依存型』の製品分野では、商品化のための市場（ビジネスモデル）

の情報を、大学と企業の双方が共有する必要がある。 
 
以上の 4 つの製品分類特性にマッチした特許情報を用いて、パテントマップ分析を行うシ

ーズ・ニーズマッチングの手法について検討した。いかにその内容を示す。 
 
 
５－２ シーズ・ニーズマッチングのためのパテントマップ分析 

 
 特許情報を用いた大学技術移転のシーズ・ニーズのマッチングを図るため、大学技術移転

事例に基づいたマッチング先探索およびマッチング先への技術情報提供のためのパテントマ

ップを作成し、その検証を行った。 
その検証手法としては、図５－２に示すパテントマップ作製スキームに従い、広島大学教

員が企業に対して行った技術移転事例について抽出を行い、その情報に基づいた技術分野の

パテントマップを作成する。そして、そのパテントマップを用いることによりマッチング先

企業を探索できるか、もしくはマッチング先企業にスムースなシーズ技術についての情報提

供が可能であるかについて、技術移転が実際に行えるかどうかの検討を行う。 
そこで、シーズニーズマッピングに使用する、パテントマップの作成方法について以下説

明を行う。 
 

① ４つの製品分類に基づいて、広島大学において実際行われた技術移転の事例の選択

をおこなう。広島大学の技術移転事例を製品分類ごとに選択。 
 

② 技術移転事例のシーズ情報から技術内容について検討を行い、その発明ないしは技

術開発者に強い関連性がある FI、F タームないしはキーワードを抽出し、シーズ・

ニーズマッチングをおこなうためのパテントマップの縦軸を設定する。 
A) 技術移転の対象となった発明ないしは技術開発者に対して特許情報を付与
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FI、Fターム、キーワードの組み合わせ
によって対象特許を絞込む

対象特許の出願数上位企業選定，
横軸設定

抽出した対象特許のマッピング

シーズ情報から技術内容検討し、
FI、 Fタームの抽出、縦軸設定

製品分類に基づいた事例選択

 

 
図５－２ パテントマップ作製スキーム 

するために、特許庁が対象技術および製品を考慮して分類した FI および F
タームに利用した。そして、その FI および F タームをパテントマップの縦

軸として配置することにより、その対象技術ないしは製品等に関連する特許

情報がすべて技術移転対象に関連する情報に絞り込みを行うことができる

ようにした。 
B) また、対象技術が論文やシーズ公開データベースなどの文書の場合、第３

章で説明したインターネットを利用した探索システムを用いて文章検索を

すれば分類コードは簡単に抽出できる。 
 

③ FI、F タームおよびキーワードの組み合わせによって検索すべき対象特許の絞込み

を行う。 
 
④ 抽出した対象特許の出願数の上位企業の選定を行い、横軸を設定する。 

 横軸には、一枚のパテントマップでシーズ・ニーズマッチングの比較検討を

行うため上位企業の特許に加え、対象技術発明者の特許を併記する。 
 

⑤ 抽出した対象特許をパテントマップにマッピングする。 
 

以上のような操作を行うことにより、『一律』『簡便』にシーズ・ニーズマッチング用のパ

テントマップの作成ができる。 
 次節からは、具体的な事例に基づいて特許情報を用いてのシーズ・ニーズマッチングの検

証を行う。 
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５－３ シーズ探索型製品 
 

このシーズ探索型は、食品・繊維、医療関係製品に特徴的な形態である。これら製品分野

は最終顧客に近いため、研究者は一般的な製品ニーズを直接把握することが可能であるが、

製品の用途は専用的であり、具体的な製品化には特殊な製品知識が必要になる。 
研究者は一般的な製品ニーズに沿って、いろいろな技術シーズを生み出すが、専用的な製

品開発に関わる企業が自らの企画、開発にマッチする技術シーズを探索するプロセスが一般

的にボトルネックとなる。大学における上流発明の権利化後の技術移転が期待される分野で

あるが、上記ボトルネック解消のためには、大学側からはある程度、適用を想定する製品や

企業の狙いを見定めたシーズ情報の発信が必要である。また、大学発明を権利化する初期段

階で権利の質向上が必要であり、用途をにらんだうえで、特許請求の範囲を点から面に展開

することが課題である。また、大学の技術シーズと深い専門的な製品知識との融合を図るた

め、技術移転後も継続的な支援・交流が重要となる（参考文献：平成１８年度特許庁研究事

業大学における知的財産権研究プロジェクト研究成果報告書「大学からの技術移転に係わる

産業財産権に関する調査研究」p．44）。 
 以上のことに基づいて、『シーズ探索型』製品分野では、市場探索段階といった研究開発の

上流において、大学側からこの分野の基礎研究についての情報を企業側に適宜提供すること

によりスムースにシーズ・ニーズマッチングが行うことが可能となる。 
 
 そこで、広島大学においてシーズ探索型製品分類に分類される技術移転事例について選択

し、以下具体的な検証を行った。 
 
 

５－３－１【移転事例１】間葉系幹細胞の骨・軟骨化技術 
 
技術移転を行った対象発明の内容を検討し、検索条件により特許情報を抽出し、関連する

上位企業について検討を行った。 
 

前節で説明したとおり、対象となった発明特許に基づいて FI、F ターム及びキーワードか

ら抽出特許の絞り込みをおこない、抽出した特許（対象特許）（約 500 件）の上位出願数企

業の件数を図５－３に示した。 
図の横軸には A 社から H 社までの 8 企業あり、さらに一枚のパテントマップでシーズ・

ニーズマッチングを行うために横軸の右端に対象技術の発明者の特許出願件数を加える操作

を行った。 
そしてこのパテントマップより、対象特許に関連する技術に対して企業がどれくらいの興

味があるのかを大まかに判断することができる。 
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次に特許出願件数上位企業の持つ技術と、発明者のシーズ技術の関連について検証を行っ

た。そこで作成したパテントマップの縦軸には、技術移転を行った発明者が出願した特許の

公開公報フロントページに記載している FI および発明者に強く関連する FI を抽出してなら

べた（図５－４）。 
縦軸の FI コードの説明は、表５－１のとおりである。 
 
図５－４の FI コードではわかりにくいので、図５－５に縦軸に FI をキーワード化したパ

テントマップを記載した。 
この図からは、特に A 社、B 研究所、D ベンチャー、H 社の蛋白質；ペプチド；ペプトン

（A61N 37/02）、細菌：そのための培地（C12N 1/21）、抗体を含有する医薬品（A61K 39/395）、
遺伝子治療用医療用薬剤（A61K 48/00）等の空き領域に対して、対象技術発明者の技術が補

完されていることが示される。 
以上、この分野においては、パテントマップの対象技術発明者に強く関連する FI を配し

た縦軸を確認するとわかるように、その分野の専門的な用語が並んでいる。そこで専門的か

つ詳細な技術情報（FI)をもとにした分析が必要である。 
 

 
 

図５－３ 対象特許の出願人上位企業 
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図５－４：対象企業ごとの技術・用途（FI）の関係 

表５－１：FI（コード名） 
C12N 5/00：分化されない動物または植物の細胞，例．培養細胞株；組織；その培養または維

持；そのための培地  
A61L 27/00：補綴または人工皮膚のための材料（義歯 A61C13／00；補綴の形状または構造

A61F2/00；義歯のための調整物の使用 A61K6/02；人工腎臓 A61M1/14） 
C12N 15/00 ：突然変異または遺伝子工学 

（植物の突然変異を起させる方法 A01H1／06）  
A61P 43/00 ：グループ 1/00 から 41/00 に展開されていない特殊な目的の医薬      
A61K 37/02 ：蛋白物質 リポイドまたはそれらの誘導体を含有する医薬品製剤 

・蛋白質；ペプチド；ペプトン（環式ペプチド型の麦角アルカロイド 31/48）
C12N 1/21  ：微生物，例．原生動物；その組成物（微生物起源の物質を含む医薬品製剤

A61K35/66；医薬品細菌抗原または抗体組成物の調製，例．細胞ワクチン，

A61K39/00）；微生物またはその組成物の増殖，維持，保存方法；微生物を含む

組成物の単離または調製方法；そのための培地 
・細菌；そのための培地 
・・外来遺伝物質の導入によって修飾されたもの 

A61K 39/395：抗原または抗体を含有する医薬品製剤（免疫分析用物質 G01N33/53） 
・抗体（凝集素 38/36）；免疫グロブリン；免疫血清，例．抗リンパ球血清 

A61K 48/00 ：遺伝子疾病を治療するために生体の細胞内に挿入する遺伝子物質を含有する医

療用製剤；遺伝子治療 
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図５－５：対象企業ごとの技術・用途（FI）の関係 

 

 
次に、発明者の F ターム情報について、件数上位企業の分析を行う。図５－６においても、

FI の時と同じように作成したパテントマップの縦軸には、技術移転を行った発明者が出願し

た特許の公開公報フロントページに記載している F タームおよび発明者に強く関連する F タ

ームを抽出して配列した。Ｆターム（テーマコード）の内容については、表５－２に示す（こ

の表においては、パテントマップの縦軸に記載の F タームを上から順に説明している）。 
この図を確認すると、対象技術発明者の技術は、先ほどと同様に A 社、B 研究所、D ベン

チャー、H 社の製品の技術を補完していることが分かる。 
以上のことより、このシーズ探索型製品分類では、特許情報より作成したパテントマップ

より、マッチング先企業をある程度探索できることがわかった。 
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図５－６：対象企業ごとの製品・技術（F ターム）の関係 

 
以上、今回検証した移転事例＜間葉系幹細胞の骨・軟骨化技術＞では、 シーズ側の技術情

報(特許)を元に見いだした技術移転先候補の中に、現実の技術移転先が存在した。 
 そしてこの製品分野おいては、シーズ技術を適用する応用技術・用途・製品がわかりやす

い場合が多く、よってアプローチする特許情報を絞りやすく、結果として妥当なニーズ先を

絞ることができたと考えられる。  
 
さらに、シーズ・ニーズマッチングを進めるためシーズ探索型製品分野の技術移転では、

市場探索段階といった研究開発の上流において、ニーズ側からの技術シーズ情報（薬剤、治

療手法等）の探索がボトルネックとなるので、大学側より技術と製品についての専門的な情

報をシーズ探索元企業に発信することが重要である。そこで、先に示した図５－３～５や特

許情報等を第３章で説明した探索システムないしは大学にあるシーズ情報データベース等に

掲載し、情報発信することによりシーズ・ニーズマッチングの促進を図る必要もある。 
  
 また、以上説明したパテントマップ以外にも、専門業者に委託して作製したパテントマッ

プから図５－７のような対象特許の経時的な出願数から対象企業の技術に対する企業の興味

の変遷を浮き彫りにすることができる。さきほど、図５－５，６で技術移転先企業として A
社、D ベンチャーおよび H 社が対象となったが、この図からは、D ベンチャーおよび H 社

において 2004 年以降の技術開発が終了していることが分かり、技術移転先候補は A 社が妥

当と考えられる。 
このように、現時点においてのシーズ・ニーズマッチングのための判断材料を得ることが

できる。 
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表５－２：F ターム（テーマコード） 
4B065：微生物それ自体、その組成物、それらの増殖・維持・保存方法、微生物を含む組成物

の単離、精製又は調製方法、そのための培地に関するものをカバーする。 
（本テーマで使用する「微生物」は、細菌、菌類、原生動物、ウイルス、単細胞藻類及

び動植物の未分化細胞などを含んでいる。） 
4C084：蛋白物質（蛋白質、ペプチド）、リポイドまたはそれらの誘導体を含有する医薬品製剤、

波動エネルギーまたは粒子線で物質を処理することによって得られる医薬品製剤、放射

性物質を含有する医薬品製剤、その他の活性成分を含有する医薬品製剤、及び遺伝子疾

病を治療するために生体の細胞内に挿入する遺伝子物質を含有する医療用製剤。これら

医薬品製剤及び医療用製剤には、分析、検出試薬に関する製剤も便宜的に包含する。更

に、上記の各技術に関連したもので、技術範囲のＩＰＣが参考的に付与されているもの

も含まれる。 
4C081：蛋白物質（蛋白質、ペプチド）、リポイドまたはそれらの誘導体を含有する医薬品製剤、

波動エネルギーまたは粒子線で物質を処理することによって得られる医薬品製剤、放射

性物質を含有する医薬品製剤、その他の活性成分を含有する医薬品製剤、及び遺伝子疾

病を治療するために生体の細胞内に挿入する遺伝子物質を含有する医療用製剤。これら

医薬品製剤及び医療用製剤には、分析、検出試薬に関する製剤も便宜的に包含する。更

に、上記の各技術に関連したもので、技術範囲のＩＰＣが参考的に付与されているもの

も含まれる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図５－７ 企業ごとの対象特許の出願傾向（㈱ワイゼルに委託作成） 
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F ターム（テーマコード）（つづき） 
4C087：このテーマは無生物体、動物又は微生物由来の構造未知の物質又は反応主成物を活性

物質（成分）として含有する医薬品製剤である。このテーマのカバーする技術範囲は発

明の種類、活性物質の起源・内容、血液処理、配合剤・剤型・適用部位、物質自身又は

配合製剤化の目的・効果及び医薬用途等である。 
4H045：このテーマは、ペプチド又は蛋白質、およびその製造方法（精製、分離方法等を含む）、

その用途に関するものである。 ペプチド又は蛋白質とは、少なくとも１つのペプチド

結合を介して結合する２以上のα―アミノ酸単位の配列を含む化合物である。 ペプチ

ド結合とは、α―アミノ酸のα―アミノ基と、もう一つのα―アミノ酸の１―位のカル

ボキシル基（α―カルボキシル基）との結合である。ペプチドとはペプチド鎖を構成し

ているα―アミノ酸の数が１００以下のものをいい、蛋白質とは１０１以上のものをい

う。（例）ペプチド鎖を構成しているα―アミノ酸の数の数え方 
4B063：このテーマには、 

(ア) 酵素、微生物または核酸についての測定、試験 
(イ) 酵素、微生物または核酸を利用して行なう測定、試験 
(ウ) 酵素学的または微生物学的方法における状態応答制御 

に関する技術が含まれている。 
但し、実際には は今回のＦターム開発の対象から外し、当面、ＦＩで対処している。

なお、本テーマで使用する「微生物」には、原生動物、単細胞藻類、分化されない動植

物細胞、ウイルス・ファージ、微生物の粉砕物を含んでいる。 
又、免疫試験に関するものは原則として対象外であるが、もし、酵素や微生物が「酵

素反応」や「（免疫反応以外の）生物的反応」等の面で当該測定・試験に関与している

部分があり、それが特許請求の範囲にも明記されているのであれば、主にその部分の技

術を中心に解析対象としている。但し、酵素の関与については、更に、具体的な特定酵

素の関与が特許請求の範囲に明記されている場合に限っている。 
〔解析対象としている例〕酵素免疫法において、特許請求の範囲に、標識酵素として

具体的な特定酵素名が記載されている場合。→標識酵素として当該酵素を用いて検出す

る部分を中心に解析。 
4C086：本テーマには、有機活性成分を含有する医薬品製剤であって、その有効成分が複素環

式化合物、プロスタグランジン類、シクロペンタヒドロフェナントレン環系を含有する

化合物、サリチル酸類、スルホニル基含有化合物、３～４環の縮合化合物、有機アゾ化

合物、有機金属化合物、有機リン化合物、有機ほう酸又はけい素化合物、炭水化物及び

合成の重合物質等からなるもの、及び無機活性成分を含有する医薬品製剤を取り扱う。
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図５－８ 対象特許の出願人上位企業 

５－３－２【移転事例２】遺伝子組換え法によるモノクローナル抗体の製造技術 
 
本事例では、対象技術発明者が新しく起業した広島大学発ベンチャー企業に技術移転を行

った経緯がある。この技術に基づき、技術移転を行った対象発明の内容を検討し、検索条件

により特許情報を抽出し、関連する上位企業について検討を行った。 
 

今回の対象特許の抽出には、特許調査専門企業のインターネット経由特許検索システムを

利用して、技術移転を行った発明と近似する上位技術の 300 特許を選び、上位出願数企業の

件数を図５－８に示した。これら企業が対象特許の技術に対して、出願を行っているので、

その分野について興味があると予測することができる。 
 

そしてその特許出願件数上位企業の持つ技術と、発明者のシーズ技術がどのように関連し

ているかの検証を行った。そこで作成したパテントマップの縦軸には、技術移転を行った発

明者が出願した特許の公開公報フロントページに記載している FI および発明者に強く関連

する FI を抽出してならべた（図５－９） 
縦軸の FI コード分類は表５－３のとおりである（この表においては、パテントマップの

縦軸に記載の FI を上から順に説明している）。 
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表５－３：FI（コード名） 
C12N 15/00 ：突然変異または遺伝子工学（植物の突然変異を起させる方法 A01H1/06） 
C12P 21/02 ：ペプチドまたはたんぱく質の製造（単細胞菌体たんぱく質 C12N1/00） 

・２以上のアミノ酸の結合順序が既知のもの，例．グルタチオン 
C12P 21/08 ：ペプチドまたはたんぱく質の製造（単細胞菌体たんぱく質 C12N1/00） 

・モノクローナル抗体 
C12N 5/00  ：分化されない動物または植物の細胞，例．培養細胞株；組織；その培養または

維持；そのための培地 
A61K 39/395：抗原または抗体を含有する医薬品製剤（免疫分析用物質 G01N33/53） 

・抗体（凝集素 38/36）；免疫グロブリン；免疫血清，例．抗リンパ球血清 
C07K 16/18 ：免疫グロブリン，例．モノクローナル抗体またはポリクローナル抗体 

・動物またはヒトからの物質に対するもの 
C07K 16/46：免疫グロブリン，例．モノクローナル抗体またはポリクローナル抗体 

・ハイブリッド免疫グロブリン（免疫グロブリンでないペプチドと免疫グロブ

リンのハイブリッド 19/00） 
C12N 1/21：微生物，例．原生動物；その組成物（微生物起源の物質を含む医薬品製剤

A61K35/66；医薬品細菌抗原または抗体組成物の調製，例．細胞ワクチン，

A61K39/00）；微生物またはその組成物の増殖，維持，保存方法；微生物を含む

組成物の単離または調製方法；そのための培地 
・細菌；そのための培地 
・・外来遺伝物質の導入によって修飾されたもの 

 
図５－９ 対象企業ごとの技術・用途（FI）の関係 
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表５－３：FI（コード名） 
G01N 27/26：電気的，電気化学的，または磁気的手段の利用による材料の調査または分析（3/00

～25/00 が優先；材料の電気的または磁気的特性またはそれらの変量の測定また

は試験 G01R 
・電気化学的変量の調査によるもの；電解または電気泳動の利用によるもの（腐

蝕に対する抵抗の調査 17/00；吸着，吸収もしくは類似現象，またはｲｵﾝ交換，

例．ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌｲ，を用いる成分分離による材料の調査または分析 30/00；免疫

電気泳動 33/561；電気化学的方法または装置一般 B01J；標準電池 H01M6/28）

 
図５－１０ 対象企業ごとの製品・技術（F ターム）の関係 

 
図５－９からは、特に A 社、B 社、F 社、G 社、H 社のパテントマップの空き領域に対し

て対象技術発明者の技術において補完されていることが示される。 
また、移転事例１と同様にシーズ探索型分野のこの分野においては、発明者の対象技術

（FI）に専門性があるので、企業が持つ技術について専門的かつ詳細に分析することにより

技術移転の進展を図ることができる。 
 
次に、発明者の F ターム情報について、件数上位企業の分析を行う。図５－１０において

も、FI の時と同じように作成したパテントマップの縦軸には、技術移転を行った発明者が出

願した特許の公開公報フロントページに記載している F タームおよび発明者に強く関連する

F タームを抽出してならべた。Ｆターム（テーマコード）の内容については、表５－４に示

す（この表においては、パテントマップの縦軸に記載の F タームを上から順に説明している）。 
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この図を確認すると、B 社、C ベンチャーが対象技術発明者の技術に関連する製品開発を

行っていないことが見て取れる。そして、A 社、E 社、F 社、G 社、および H 社について対

象技術発明者の技術が、企業の製品技術を補完していることが分かる。 
そこで、FI および F タームを縦軸として用いたパテントマップの分析より A 社、F 社、G

社、および H 社に、発明者の対象技術について情報提供を行うことによりスムースな技術移

転を図ることができるのではないかとの結果となった。 
以上のことより、このシーズ探索型製品分類では、特許情報より作成したパテントマップ

より、マッチング先企業を探索できることがわかった。 
 

以上、今回検証した移転事例＜遺伝子組換え法によるモノクローナル抗体の製造技術＞で

は、現実の技術移転先は対象発明者によるベンチャーであったので シーズ側の技術情報(特
許)を元に見つけた技術移転先候補の中には存在しない。しかし、この製品分野おいては、シ

ーズ技術を適用する応用技術・用途・製品がわかりやすい場合が多く、よってアプローチす

る特許情報を絞りやすく、結果として妥当なニーズ先を絞ることができたと考えられる。  
さらに、企業の製品開発スキームの市場探索段階といった研究開発の上流において、ニー

ズ側からの技術シーズ情報探索がボトルネックとなるので、大学側より技術と製品について

の専門的な情報の発信が必要である。そこで、先に示した図５－８～１０を第３章で説明し

た探索システムないしは各大学にシーズ技術データベースの HP 等に掲載し、情報発信を行

いシーズ・ニーズマッチングの促進を図ることが重要となる。 
 

 また、以上説明したパテントマップ以外にも、＜遺伝子組換え法によるモノクローナル抗

体の製造技術＞についてはパテントマップ専門業者のインターネット経由の特許検索システ

ムを利用し、パテントマップを作成した。そして、その作成したパテントマップのうち図５

－１１のような対象特許構造図等を企業に情報発信することにより、技術自体の経時的な意

味づけと技術の位置づけがわかる。そこで、そのパテントマップを確認することにより企業

において対象となる特許が必要かどうかを判断することができるので、シーズ・ニーズマッ

チングを円滑に進めることができると考えられる。 
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表５－４：F ターム（テーマコード） 
4B024：突然変異または遺伝子工学 
ﾃｰﾏ技術の概要：遺伝子組換え、細胞工学（細胞融合を含む）等の基礎技術及びそれらの基礎

技術から派生した、生理活性物質の大量生産、分析・診断及び生物の改良等の応用技術

が含まれる。 
4B064：  微生物による化合物の製造  
ﾃｰﾏの技術の概要：本ﾃｰﾏの技術は、微生物又は酵素等を使用して所望の化合物（化学物質）又

は組成物（構造不明物質等自体も含む）を製造又は精製･分離･回収する方法に関する技

術をｶﾊﾞｰしている（本ﾃｰﾏで使用する「微生物」には、原生動物、単細胞藻類、分化さ

れない動植物細胞、ｳｲﾙｽ・ﾌｧｰｼﾞ、微生物の粉砕物を含むものとし、これらと酵素等を

合わせて「生物材料」と称する）。微生物又は酵素等を使用して、廃水、汚水の処理、

土壌の処理、固体廃棄物の処理等の浄化、無害化技術は、このﾃｰﾏには含まれない。但

し、ある処理をすることによって化合物・組成物を製造、回収、精製するものは、本ﾃｰ

ﾏに含まれる。 
4H045：ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞ又は蛋白質 
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏは、ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞ又は蛋白質、およびその製造方法（精製、分離方法等を

含む）、その用途に関するものである。ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞ又は蛋白質とは、少なくとも１つのﾍﾟﾌﾟ

ﾁﾄﾞ結合を介して結合する２以上の α－ｱﾐﾉ酸単位の配列を含む化合物である。 
     ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞ結合とは、α―ｱﾐﾉ酸の α―ｱﾐﾉ基と、もう一つの α―ｱﾐﾉ酸の１―位のｶﾙﾎﾞｷｼﾙ基

（α―ｶﾙﾎﾞｷｼﾙ基）との結合である。ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞとはﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞ鎖を構成している α―ｱﾐﾉ酸の数

が１００以下のものをいい、蛋白質とは１０１以上のものをいう。 
4B065：微生物、その培養処理 
本ﾃｰﾏの技術は、微生物それ自体、その組成物、それらの増殖・維持・保存方法、微生物を含

む組成物の単離、精製又は調製方法、そのための培地に関するものをｶﾊﾞｰする(本ﾃｰﾏで

使用する「微生物」は、細菌、菌類、原生動物、ｳｲﾙｽ、単細胞藻類及び動植物の未分化

細胞などを含んでいる）。 

 
図５－１１ 対象特許構造図（(株)IPB の検索システム利用） 
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表５－４：F ターム（テーマコード）（つづき） 
4B063：酵素、微生物を含む測定、試験  
 ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏには、 

 酵素、微生物または核酸についての測定、試験 
 酵素、微生物または核酸を利用して行なう測定、試験 
 酵素学的または微生物学的方法における状態応答制御 
に関する技術が含まれている。但し、実際には は今回の F ﾀｰﾑ開発の対象から外し、

当面、FI で対処している。なお、本ﾃｰﾏで使用する「微生物」には、原生動物、単細胞

藻類、分化されない動植物細胞、ｳｲﾙｽ・ﾌｧｰｼﾞ、微生物の粉砕物を含んでいる。 
 又、免疫試験に関するものは原則として対象外であるが、もし、酵素や微生物が「酵

素反応」や「（免疫反応以外の）生物的反応」等の面で当該測定・試験に関与している

部分があり、それが特許請求の範囲にも明記されているのであれば、主にその部分の技

術を中心に解析対象としている。但し、酵素の関与については、更に、具体的な特定酵

素の関与が特許請求の範囲に明記されている場合に限っている。〔解析対象としている

例〕酵素免疫法において、特許請求の範囲に、標識酵素として具体的な特定酵素名が記

載されている場合。→標識酵素として当該酵素を用いて検出する部分を中心に解析。  
4C085：抗原、抗体含有医薬：生体内診断剤  
ﾃｰﾏ技術の概要：『抗原又は抗体を含有する医薬品製剤』『生体内試験のための製剤』の二つの

技術に関係するものである。 
原生動物、ﾊﾞｸﾃﾘｱ､ｳｲﾙｽ又はそれらのｻﾌﾞﾕﾆｯﾄを含む抗原、又はそれらに対する抗体と、

主に薬物、生体内物質をﾊﾌﾟﾃﾝとする抗原、又はそれらに対する抗体を含有する医薬品

製剤。これらは、A61K39/00～39/44（分冊識別記号を含む）の範囲である。 
 生体の各種臓器等を放射線、Ｘ線等で診断するための造影剤、呈色剤等の製剤。これ

らは、A61K49/00～49/04Z（分冊識別記号を含む）の範囲である。 
以上の通り本ﾃｰﾏは異なる２つの技術的主題を包含しており、それぞれに専用の観点を

設けている。（「１２．その他の注意点」参照） 
4C084：  蛋白脂質酵素含有：その他の医薬  
ﾃｰﾏ技術の概要：蛋白物質（蛋白質、ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞ）、ﾘﾎﾟｲﾄﾞまたはそれらの誘導体を含有する医薬

品製剤、波動ｴﾈﾙｷﾞｰまたは粒子線で物質を処理することによって得られる医薬品製剤、

放射性物質を含有する医薬品製剤、その他の活性成分を含有する医薬品製剤、及び遺伝

子疾病を治療するために生体の細胞内に挿入する遺伝子物質を含有する医療用製剤。こ

れら医薬品製剤及び医療用製剤には、分析、検出試薬に関する製剤も便宜的に包含する。

更に、上記の各技術に関連したもので、技術範囲の IPC が参考的に付与されているもの

も含まれる。 
4C087：動物，微生物物質含有医薬 
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏは無生物体、動物又は微生物由来の構造未知の物質又は反応主成物を

活性物質（成分）として含有する医薬品製剤である。 
このﾃｰﾏのｶﾊﾞｰする技術範囲は発明の種類、活性物質の起源・内容、血液処理、配合剤・

剤型・適用部位、物質自身又は配合製剤化の目的・効果及び医薬用途等である。 
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表５－４：F ターム（テーマコード）（つづき） 
4B029：微生物・酵素関連装置  
ﾃｰﾏ技術の概要：本ﾃｰﾏには、生物材料（下記の注参照）に関連する装置・器具が含まれる。具

体的には 
 生物材料を培養・分離するための装置、器具 
 生物材料による発酵を行うための装置、器具 
 生物材料にかかる検出・測定を行うための装置、器具 
 生物材料に遺伝子工学的処理を行うための装置、器具 

等が含まれる。 
（注１） 本ﾃｰﾏでは、「微生物」を原生動物、単細胞藻類、分化されない動植物細胞、

ｳｨﾙｽ・ﾌｧｰｼﾞを含む用語として使用する。 
（注２） 本ﾃｰﾏでは、注１に定義される「微生物」のほかに、酵素生物学的に活性を

有するも」のすべてを「生物材料」と総称する。 
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５－４ パラダイム変革型製品 
 

本節では産業素材分野の製品に特徴的な技術移転形態について特許情報を用いたシーズ・

ニーズマッチングの検討を行った。この分野では、その用途が産業内に限られるため、研究

者にとって製品ニーズの把握は間接的になるが、汎用的な製品のため製品ニーズが一般化さ

れ顕在化していることが多い。ニーズは一般的に単純化されているが、その達成は技術的に

非常に困難であり、研究開発はプロジェクト型の大規模な共同研究になることが多い。この

タイプでは大学や複数企業間の共同研究での秘密管理、ライセンスの公平性確保や長期的な

権利維持の判断基準が技術移転の課題となる。また、このタイプの技術移転は技術シーズを

製品化するための開発リスクが大きいので、技術移転の対価は一時金よりランニングロイヤ

リティが合理的となる。技術移転においては長期のスパンでの大学と移転先企業の関係構築

が重要となる（参考文献：平成１８年度特許庁研究事業大学における知的財産権研究プロジ

ェクト研究成果報告書「大学からの技術移転に係わる産業財産権に関する調査研究」P45）。 
以上の結果より、この『パラダイム変革型』製品分野では、製品開発に至る前の段階にお

いて、新材料等の技術シーズを用途や効能に関連付ける情報を、大学と企業の双方が共有し

て、技術開発をお互いに分業する必要がある。 
 そこで、広島大学においてパラダイム変革型製品分類に分類される技術移転事例について

選択し、以下具体的な検証を行った。 
 
 

５－４－１【移転事例３】新規有機半導体化合物の製造 
 
移転を行った対象発明の内容を検討し、検索条件により特許情報を抽出し、関連する上位

企業について検討を行った。 
前述のように、対象となった発明特許に基づいて FI、F ターム及びキーワードから抽出特

許の絞り込みをおこない、抽出した特許（対象特許）（約 5000 件）の上位出願数企業の件数

を図５－１２に示した。 
図の横軸には A 社から I 社までの 9 企業あり、さらに一枚のパテントマップでシーズ・ニ

ーズマッチングを行うために横軸の右端に対象技術の発明者の特許出願件数を加える操作を

行った。また、今回技術移転先となった I 社には、点線で囲み強調している。 
このパテントマップより、対象特許に関連する技術に対して企業がどれくらいの興味があ

るのかについて大まかに判断できる。 
 

次に特許出願件数上位企業の持つ技術と、発明者のシーズ技術がどのように関連している

かの検証を行った。そこで作成したパテントマップの縦軸には、技術移転を行った発明者が

出願した特許の公開公報フロントページに記載している FI および発明者に強く関連する FI
を抽出してならべた。 

縦軸の FI コード分類は表５－５のとおりである（この表においては、パテントマップの

縦軸に記載の FI を上から順に説明している）。 
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図５－１２ 対象特許の出願人上位企業 

図５－１３ 対象企業ごとの技術・用途（FI）の関係 
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表５－５：FI（コード名） 
C07D333/50 ：異項原子として 1 個の硫黄原子のみをもつ 5 員環を含有する複素環式化合物 

・炭素環または環系と縮合するもの 
C07D345/00 ：異項原子としてセレンまたはテルル原子のみをもつ環を含有する複素環式化合物

C07D495/04 101：縮合系中に異項原子として硫黄原子のみをもつ少なくても１個の複素環を含 
有する複素環式化合物 

・縮合系が２個の複素環を含有するもの 
・・オルソ―縮合系 
・・・硫黄原子のみをもつ 5 員の複素環を少なくとも 1 個含有するもの 

C07D495/06 ：縮合系中に異項原子として硫黄原子のみをもつ少なくても１個の複素環を含有 
する複素環式化合物 

・縮合系が２個の複素環を含有するもの［２］ 
・・ペリ―縮合系［２］ 

C07D495/14 A：縮合系中に異項原子として硫黄原子のみをもつ少なくても１個の複素環を含有 
する複素環式化合物［２］ 

・縮合系が３個の複素環を含有するもの［２］ 
・・オルソ―縮合系［２］ 

A 硫黄原子のみをもつ５員の複素環を少なくとも１個含有するもの 
C07D517/04 CSD：縮合系中に異項原子としてセレン，テルルまたはハロゲン原子をもつ 

少なくても１個の複素環を含有する複素環式化合物［２］ 
・縮合系が２個の複素環を含有するもの［２］ 
・・オルソ―縮合系［２］ 

 
表５－５にあるように、図５－１３のパテントマップ縦軸である FI の分類はすべて分子

そのものをさしている。このパテントマップからは企業ごとのその分子に関する技術を保有

しているかについて判断することができる。 
しかし、企業内で開発した分子についての分類では、その用途や効能といったところが反

映されず、また今回の研究では流通経路から技術移転を判断するため、FI を軸としたパテン

トマップから特許情報からシーズ・ニーズマッチングを行うことは難しいことがわかる。 
そこで、パテントマップから移転先企業を探索するために、パラダイム変革型製品の技術

移転の特徴について内容を検討する必要がある。この分野では一般的に原材料がエンドユー

ザーに至るまでに、素材メーカーから用途先（デバイス製造等）企業へと多段階に流通する。

すなわち、技術移転では流通経路の下流についても検討が必要である。 
そこで、図５－１４の大学から始まる技術移転についての流通ルートについて説明を行う 

① 大学から素材メーカーに特許・ノウハウがライセンスアウトないしは提供され、

デバイス・用途先企業に素材原料を供給をし、そこで加工がなされ市場に製品が

出るルート 
② 大学からデバイス・用途先企業に特許・ノウハウがライセンスアウトないしは提

供され、その移転先からさらに素材メーカーに受注生産ないしは OEM 生産によ

って素材の供給体制を作り、製品加工されて市場に製品が出るルート 



- 61 - 
 

 
図５－１４：大学から始まる技術移転についての流通ルート 

 
以上、パラダイム変革型製品における流通ルートを検討した結果、対象顧客に素材・デバ

イス等の階層の異なる企業が存在し、 デバイス製品等も意識した、用途や効能についての情

報分析が必要ということから、一次顧客である素材メーカーのためのシーズ技術情報（FI）
だけでは、本分類の技術について議論することができない。  

そこで、二次顧客の広範な製品、技術、用途および効能の分類についての情報を含むＦタ

ームをパテントマップの軸として採用することにより、円滑なマッチング先企業の探索を行

うことができる。 
発明者の特許情報から抽出した F ターム情報について、件数上位企業の情報と比較した（図

５－１５）。Ｆターム（テーマコード）の内容については、表５－６に示す（この表において

は、パテントマップの縦軸に記載の F タームを上から順に説明している）。 
その図に示したように縦軸のＦターム（テーマコード）は、分子構造、技術、製品といっ

た情報が含まれている。この図を確認すると、対象技術発明者の技術は、その分子構造、技

術、製品ごとに、移転先企業であった I 社と対象技術の発明者のターゲットとなる製品群が

お互い補完関係にあることがわかる。また、移転先企業であった I 社以外にも、G 社や H 社

などもその補完関係になった。 
 

以上のことより、このパラダイム変革型製品分類では、F タームを軸とし特許情報より作

成したパテントマップより、マッチング先企業をある程度探索できることがわかった。 
 
 
今回検証した『パラダイム変革型』製品分野の移転事例＜新規有機半導体化合物の製造＞

では、 シーズ側の技術情報(特許)を基づいて選択した技術移転先候補の中に、現実の技術移

転先が存在した。 しかし、シーズ探索型製品分野の場合とは異なり、FI を軸としたパテン

トマップからは、分子構造や物質といった準技術用語に限られシーズ技術を適用する応用技

術・用途・製品といった適用製品をあらわさないので、マッチング先企業の選択をすること

ができなかった。 
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図５－１５ 対象企業ごとの製品・技術（F ターム）の関係 
 
そこで、一次顧客である素材メーカーばかりでなく、流通下流である二次顧客の製品技術

ついての特許情報が必要となることがポイントとなる。そこで、パテントマップの F ターム

を軸とすることにより、適用製品の特許情報を含むことができるので、結果として妥当なニ

ーズ先を絞ることができたと考えられる。 
この製品分野においてパテントマップを用いたシーズ・ニーズマッチングの方法は、シー

ズ技術と一次顧客および二次顧客の両方の製品に関する特許情報を比較する形で判断したほ

うがよいとの結果が得られる。 
 
また前述のとおり、シーズ・ニーズマッチングを進めるため、『パラダイム変革型』製品分

野の技術移転では、製品開発に至る前の段階において、新材料等の技術シーズを用途や効能

に関連付ける情報を大学と企業の双方が共有して技術開発をお互いに分業する必要であると

の結果が得られている。 
 
 
 今回この技術移転において使用したパテントマップ以外にも、専門業者に委託して作製し

た。そのいくつかのパテントマップから、図５－１６（移転事例３掲載の他のパテントマッ

プと整合性を取るため、専門業者作成のパテントマップに基づいて著者が新たに作成した）

にある各企業における対象特許の経時的な出願数を検討することにより、対象企業の技術に

対する製品開発スキームの段階をある程度浮き彫りにすることができる。 
前記したマッチング先企業探索では、I 社、G 社および H 社が技術移転先企業として候補

に挙がった。 



- 63 - 
 

B社

C社

D社

E社

F社

G社

H社

I 社

対象技術
発明者

A社

1997 1998 1999 2000 20021996 2003 2004 2005 20062001

 
図５－１６：企業ごとの対象特許の出願傾向 

そこで、この図を検討すると実際に技術移転を行った I 社は出願数が少なく、この素材の

企業の開発スキームの段階は判断できないが、現時点で市場探索の段階は終了していると考

えられる。そこで、本事例技術の移転について可能性があるのではないかとの推測できる。 
また、H 社は経時的な出願の状況から判断すると、2005 年から出願数が大幅に増加して

おり、この時期前後からこの対象技術分野である素材の製品開発の段階に入ったのではない

かと考えられる。そこで、本事例技術の H 社への技術移転については可能性が十分あるので、

移転先企業として実際検討すべきだと考えられる。 
さらに、G についてはすでに 2001 年前後にかなりの数の対象となる特許が出願されてお

り、素材の製品開発段階の中盤に入っているのではないかと考えられる。しかし、G 社がデ

バイス開発メーカーであることをさらに考慮に入れると、自社製品のデバイスに対して本事

例技術の素材を適用することもあり得る。 
以上のように、H 社、I 社については、パラダイム変革型製品を適用する素材製造企業へ

の技術移転となり、また G 社については、電気電子機器を製造するデバイス製造企業への技

術移転を行うこととして、シーズ・ニーズマッチングを行うことができるのではないかとの

結果が得られた。 
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表５－６：Ｆターム（テーマコード） 
化合物（分子構造） 
4C023：硫黄原子を含む複素環式化合物 
4C071：O，S 系縮合複素環 

ﾃｰﾏ技術の概要：異項原子として酸素原子のみを含有する複素環のみが、２個以上縮合

した環系を有する化合物。：異項原子として硫黄原子のみを含有する少なくとも一個の複

素環が、他の複素環と縮合した環系を有する化合物。：異項原子として酸素および硫黄原

子のみを有する少なくとも一個の複素環が、他の複素環と縮合した環系を有する化合

物。：縮合複素環式化合物が該当する。（縮合系中に含有される２以上の複素環は炭素環系

を介して縮合してもよい。）：縮合系中に異項原子として窒素および酸素原子のみをもつ、

少なくとも１個の複素環を含有する複素環式化合物。：縮合系中に異項原子として窒素お

よび硫黄原子のみをもつ、少なくとも１個の複素環を含有する複素環式化合物。：縮合系

中に異項原子として窒素、酸素および硫黄原子のみをもつ、少なくとも１個の複素環を含

有する複素環式化合物。：縮合系中に異項原子としてｾﾚﾝ、ﾃﾙﾙまたはﾊﾛｹﾞﾝ原子をもつ、少

なくとも一個の複素環を含有する複素環式化合物。：相互に、または共有している炭素環

系を介して縮合した２個以上の関連する複素環からなる、２個以上の系を含有する複素環

式化合物。 
4J032；ポリオキシメチレン、炭素－炭素結合重合体 

ﾃｰﾏ技術の概要：ｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ、環状ｵﾘｺﾞﾏｰまたはｹﾄﾝの付加重合体。これを 50％以上含む共

重合体。（ｱｾﾀｰﾙ樹脂）炭素―炭素連結基の形成により高分子の主鎖が形成される高分子。

但し、不飽和結合を介しての付加重合は対象外。（ﾎﾟﾘﾋﾟﾛｰﾙ、ﾎﾟﾘﾁｵﾌｪﾝ、ﾎﾟﾘﾌｪﾆﾚﾝ等） 
 

分子合成技術（合成反応） 
4H006：有機低分子化合物及びその製造 

ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏは、①有機化学における一般的な方法に関するもの（C07B31/00
～61/00Z，C07B61/02～63/04）②低分子の非環式または炭素環式化合物、その製造方法

（精製、分離方法等を含む）およびその用途に関するもの（C07C1/00～409/44）を扱う。

複素環式化合物（C07D）、糖類（C07H）等はこのﾃｰﾏでは扱わない。また、炭素、水素、

ﾊﾛｹﾞﾝ、酸素、窒素、硫黄、ｾﾚﾝ、ﾃﾙﾙ以外の元素を含む化合物（C07F）もこのﾃｰﾏでは扱

わないが、ｱﾙｺﾗｰﾄ、ﾌｪﾉﾗｰﾄ、有機酸塩の陽ｲｵﾝの部分に金属等それ以外の元素を含むもの

はこのﾃｰﾏで扱われる。 
4H039：触媒を使用する低分子有機合成反応 

ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏは、触媒を用いる有機化合物の製造方法に関するものである。

製造方法の目的化合物は、非環式化合物、炭素環式化合物、複素環式化合物、有機金属化

合物、糖、ｽﾃﾛｲﾄﾞ、ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞ、蛋白質等低分子有機化合物全般を包含する。（蛋白質も含む

ことに注意）高分子化合物（繰り返し単位が 10 以上のﾎﾟﾘﾏｰ）を製造する方法、石油精製

に関する有機反応、電気分解による製造方法、酵素などを用いる生化学的製造方法はこの

テーマで取り扱わない。又、精製方法に用いる触媒反応もこのﾃｰﾏで取り扱わないが、触

媒を用いる有機化合物の製造に関連した精製、分離方法（例．触媒反応における生成化合

物、溶媒、触媒などの分離方法）はこのﾃｰﾏに含まれる。 
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表５－６：Ｆターム（テーマコード）（つづき） 
4J100：付加系（共）重合体、後処理、化学変成 

ﾃｰﾏ技術の概要：この技術は、炭素－炭素不飽和結合のみが関与する反応によってえら

れる高分子化合物、例えば、ｵﾚﾌｨﾝ、芳香族ｵﾚﾌｨﾝ、ﾊﾛｹﾞﾝ化ｵﾚﾌｨﾝ、酸素含有不飽和化合物、

α、β－不飽和ｶﾙﾎﾞﾝ酸あるいはその誘導体、不飽和ｱﾐﾝ、不飽和ﾁｵｰﾙ、不飽和複素環、環状

ｵﾚﾌｨﾝ、ｼﾞｴﾝ等の単独重合体又は共重合体（ｸﾞﾗﾌﾄ、ﾌﾞﾛｯｸ重合体、ﾏｸﾛﾓﾉﾏｰ系付加重合体は

除く）、炭素－炭素不飽和結合のみが関与する反応によってえられる高分子化合物を得た

後の処理、及び炭素－炭素不飽和結合のみが関与する反応によってえられる高分子化合物

の化学的変性に関する技術である。 
 
化合物からできる製品 
3K007：電場発光光源（EL） 

技術：平板電極に挟持された発光体の層（EL 層）が、交流または直流の電圧を両電極

に印加することによって発光する。発光層は発光体粉末を樹脂類に混合して塗布したり、

蒸着膜とする。極板間は数μで電圧は数 10～数 100V で高電界であるから、絶縁体（誘電

体）の保護層が設けられる。また吸湿劣化防止のために封止のための工夫がされている。

一方の極板を透光性として光を取出すのが通常であるが、断面が光るものもある 
5F051：光起電力装置 

ﾃｰﾏ技術の概要：本ﾃｰﾏは、可視光、赤外線、短波長電磁波または粒子線輻射に感応して

起電力を生じる半導体装置に関する。本ﾃｰﾏに属する文献のほとんどは、いわゆる「太陽

電池（光起電力装置）」に関するものである。 
5F110：薄膜トランジスタ 

テーマ技術の概要：電界効果ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ（Field Effect Transistor：FET と略す）は２

つの電極（ｿｰｽ･ﾄﾞﾚｲﾝ）間の電流通路の導電率を第３の電極（ｹﾞｰﾄ）に印加する電圧によ

って変化させ、電流を制御するﾄﾗﾝｼﾞｽﾀである。 
電界効果ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀは、ｹﾞｰﾄの構造により 

・絶縁ｹﾞｰﾄ型（MOS or MIS）FET 
・ＰＮ接合 FET 
・ｼｮｯﾄｷｰｹﾞｰﾄ型（MES）FET 

の３つに大別できる。 
上記絶縁ｹﾞｰﾄ型（MOS or MIS）FET のうち、絶縁体上に形成された構造（Silicon

on Insulator：SOI 構造と略す）のものが、薄膜ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ（Thin Film Transistor：TFT
と略す）である。本ﾃｰﾏでは、この TFT 全般を解析対象とし、内容は主として構造及び製

造ﾌﾟﾛｾｽがほとんどであり、TFT の保護装置・回路等も含まれる。 
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図５－１７ 対象特許の出願人上位企業 

５－４－２【移転事例４】抗菌洗浄剤化合物 
 
技術移転を行った対象発明の内容を検討し、検索条件により特許情報を抽出し、関連する

上位企業について検討を行った。 
前述したとおり、対象となった発明特許に基づいて FI、F ターム及びキーワードから抽出

特許の絞り込みをおこない、抽出した特許（対象特許）（300 件）の上位出願数企業の出願件

数を図５－１７に示した。 
図の横軸には A 社から H 社までの８企業ある。さらに一枚のパテントマップでシーズ・

ニーズマッチングを行うために横軸の右端に対象技術の発明者の特許出願件数を加える操作

を行った。 
そしてこの図より、対象特許に関連する技術に対して各企業がどれくらいの興味があるの

かについて大まかに判断することできる。 
 

次に特許出願件数上位企業の持つ技術と、発明者のシーズ技術がどのように関連している

かの検証を行った。そこで作成したパテントマップの縦軸には、対象技術発明者に強く関連

する FI（対象の特許公開公報フロントページ記載 FI 等）を抽出してならべた。 
縦軸の FI コード分類は表５－７のとおりである（この表においては、パテントマップの

縦軸に記載の FI を上から順に説明している）。 
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図５－１８ 対象企業ごとの技術・用途（FI）の関係 

 
図５－１８から、パテントマップの縦軸がすべて化合物、配合分子成分ないしは製剤をさ

している。そこで、この図からは各企業の化合物、配合分子成分ないしは製剤技術を保有し

ているかどうかを判断することができる。しかし、企業内で開発した化合物、配合分子成分

ないしは製剤の分類では、その用途や効能といったところが反映されず、また今回の研究で

は流通経路から技術移転を判断するため、FI を軸としたパテントマップから特許情報からシ

ーズ・ニーズマッチングを行うことは難しい。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

表５－７：FI（コード名） 
C11D  3/48：1/00 に包含される洗浄性組成物の他の配合成分（1/00 本質的に表面活性化合物

を基とする洗浄剤組成物；その化合物の洗浄剤としての用途） 
・医薬または殺菌剤 

A61K  8/58：化粧品あるいは類似化粧品製剤（固体状または練り状の化粧料を収容するかま

たは扱うｹｰｽまたは付属品 A45D40/00） 
・組成に特徴があるもの 
・・有機化合物を含むもの 
・・・炭素，水素，ﾊﾛｹﾞﾝ，酸素，窒素，硫黄またはりん以外の原子を含むもの［８］ 

A61K  8/40：化粧品あるいは類似化粧品製剤（固体状または練り状の化粧料を収容するかま

たは扱うｹｰｽまたは付属品 A45D40/00） 
・組成に特徴があるもの 
・・有機化合物を含むもの 
・・・窒素を含むもの（窒素を含むｷﾉﾝ 8/35） 
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 そこで、移転事例３において議論した大学から始まる技術移転についての流通ルートに基

づいて、F タームを縦軸に用いたパテントマップによるシーズ・ニーズマッチングを行った。 

表５－７：FI（コード名）（つづき） 
A61K  8/44：化粧品あるいは類似化粧品製剤（固体状または練り状の化粧料を収容するかま

たは扱うｹｰｽまたは付属品 A45D40/00） 
・組成に特徴があるもの 
・・有機化合物を含むもの］ 
・・・窒素を含むもの（窒素を含むｷﾉﾝ 8/35） 
・・・・ｱﾐﾉｶﾙﾎﾞﾝ酸またはその誘導体，例．硫黄を含むｱﾐﾉｶﾙﾎﾞﾝ酸；塩，ｴｽﾃﾙまたはそ

のＮｱｼﾙ化誘導体［８］ 
A61K  8/37：化粧品あるいは類似化粧品製剤（固体状または練り状の化粧料を収容するかま

たは扱うｹｰｽまたは付属品 A45D40/00）［８］ 
・組成に特徴があるもの［８］ 
・・有機化合物を含むもの［８］ 
・・・酸素を含むもの［８］ 
・・・・ｶﾙﾎﾞﾝ酸ｴｽﾃﾙ［８］ 

A61Q 11/00：歯，口腔または入れ歯の手入れ用製剤，例．歯磨剤，練り歯磨き；口内洗浄剤 
C11D  3/26：1/00 に包含される洗浄性組成物の他の配合成分（1/00 本質的に表面活性化合物

を基とする洗浄剤組成物；その化合物の洗浄剤としての用途） 
・有機化合物 
・・窒素を含むもの 

C11D  1/62：本質的に表面活性化合物を基とする洗浄剤組成物；その化合物の洗浄剤として

の用途 
・陽イオン性化合物 
・・第四級アンモニウム化合物 

C11D  1/72：本質的に表面活性化合物を基とする洗浄剤組成物；その化合物の洗浄剤として

の用途 
・非イオン性化合物 
・・ポリオキシアルキレングリコールのエーテル（３／０７５が優先） 

C11D  1/74：本質的に表面活性化合物を基とする洗浄剤組成物；その化合物の洗浄剤として

の用途 
・非イオン性化合物 
・・ポリオキシアルキレングリコールのカルボン酸またはスルホン酸のエステル 

C11D  1/68：本質的に表面活性化合物を基とする洗浄剤組成物；その化合物の洗浄剤として

の用途 
・非イオン性化合物 
・・アルコール；酸以外のパラフィンワックスの酸化生成物 
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図５－１９ 対象企業ごとの製品・技術（F ターム）の関係 

 
発明者の特許情報から抽出した F ターム情報について、件数上位企業の情報と比較した（図

５－１９）。Ｆターム（テーマコード）の内容については、表５－８に示す（この表において

は、パテントマップの縦軸に記載の F タームを上から順に説明している）。 
パテントマップの縦軸のＦタームは、処理技術および製剤や製品といった情報が含まれて

いる。この図を確認すると A から H 社すべてで対象技術発明者の技術が補完関係にあるこ

とがわかる。 
 
以上、今回検証した移転事例＜抗菌洗浄剤技術＞の具体的な内容を検討すると、産業素材

メーカーばかりではなく、生産された抗菌洗浄剤の原料を利用してさらに加工して製品を生

産する用途先メーカーへの技術移転を行っている。そのように考えると結論として、この F
タームを軸としたパテントマップから、対象企業の A 社～H 社のすべてに対して技術移転の

可能性がある。 
 

さらに、シーズ・ニーズマッチングを進めるため、『パラダイム変革型』製品分野の技術移

転では、製品開発に至る前の段階において、新材料等の技術シーズを用途や効能に関連付け

る情報を、大学と企業の双方が共有して、技術開発をお互いに分業する必要がある。そこで、

先に示した図５－１７～１９を第３章で説明した探索システムないしは各大学が運営してい

るシーズ技術データベースに掲載し、情報発信することによりシーズ・ニーズマッチングの

促進を図る必要もある。 
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表５－８：F ターム（テーマコード） 
4C081：  医療用材料  
ﾃｰﾏ技術の概要：本ﾃｰﾏは、医療用器具用品の材料に関するものであり、例えば包帯、ｷﾞﾌﾞｽ等

の医療用被覆用品、縫合糸、外科用接着剤等の外科用品、人工血管、人工骨等のｲﾝﾌﾟﾗﾝ

ﾄ及びｶﾃｰﾃﾙ、手術用器具等の医療用器具の材料に関するものである。 
注：（ａ）構造形状のみに特徴を有する医療用器具装置部品は本テーマに含まれない。 
  （ｂ）医療用材料であっても、医薬品製剤の材料（但し、貼付剤を除く）は本ﾃｰﾏ 

に含まれない。 
4C083：化粧料 
ﾃｰﾏ技術の概要 ：このﾃｰﾏのｶﾊﾞｰする技術は、「化粧品」と「類似化粧品製剤」である。 
4H003：洗浄性組成物  
技術内容：「洗浄性組成物」は全ての洗浄剤を含む。従って、通常の石けん洗剤の他、酸やｱﾙｶ

ﾘによるもの、溶剤によるもの、酵素によるもの、及び漂白剤等が含まれる。洗浄方法、

及び洗浄装置は原則として含まれない。 
4H011：農薬・動植物の保存  
ﾃｰﾏ技術の概要 ：人間又は動物又は植物の本体、またはそれらの一部の保存； 殺生物剤（例：

殺菌剤、殺虫剤、除草剤）、有害生物忌避剤または誘引剤、及び植物生長調節剤に関係

するものである。（ただし、医療用は除く。） 
4F073：高分子成形体の処理  
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏは、高分子成形体の表面に薬品処理、溶剤処理、重合性物質による処

理、紫外線処理、ﾌﾟﾗｽﾞﾏ処理等の化学的あるいは物理的処理を適用して、高分子成形体

の表面の性質を改善する技術に関する。 
4C089：歯科用製剤  
ﾃｰﾏ技術の概要：歯科で用いられる義歯（人工歯）用製剤、歯の修復のための充填用または被

覆用製剤、その他、歯科用接着剤、歯科用埋没材、歯科用印象材など材料成分に特徴の

ある歯科用製剤。（注）以下の技術は本ﾃｰﾏ技術に含まれない：歯の清浄化剤・薬効を目

的とする製剤・構造に特徴を有する人工歯および人工歯の製造・歯科用器具、装置 
4C059：歯科補綴  
ﾃｰﾏ技術の概要：歯科補綴に関する技術 

（例）人工歯、その製造、ｲﾝﾌﾟﾗﾝﾄ、印象ﾄﾚｰ、咬合器、鋳造、義歯口蓋、義歯の固着等
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 ５－５ ビジネスモデル依存型製品 
 
この分野はエネルギー、情報、物流関係製品に特徴的な形態である。これらの製品は最終

顧客に近いため、研究者が製品ニーズを直接把握することが可能であり、さらに汎用的な製

品のため、顧客ニーズは一般化され顕在化していることが多い。一般的なニーズ情報の把握

は誰にも容易であり、必要な技術もソフトに関わるものが主体となるため、競争はビジネス

モデル勝負となる。技術移転の形態は製品開発段階の協業、すなわち共同開発の形態をとる

ことが多く、また、特別な設備は不要で、ビジネスのバウンダリーの設定が比較的容易なた

め、ベンチャービジネス起業が多くなる分野である。 
課題としては、制御システムやプログラム等の権利・対価の扱いやビジネスモデルにマッ

チした特許戦略が必要になる点である（参考文献：平成１８年度特許庁研究事業大学におけ

る知的財産権研究プロジェクト研究成果報告書「大学からの技術移転に係わる産業財産権に

関する調査研究」P44）。 
以上の結果より、この『ビジネスモデル依存型』製品分野では、企業の製品開発プロセス

の商品化の初期の時点で、商品化のための市場（ビジネスモデル）の情報を大学と企業の双

方が共有する必要がある。 
 そこで、広島大学においてビジネスモデル依存型製品分類に分類される技術移転事例につ

いて選択し、以下具体的な検証を行った。 
 

５－５－１【移転事例５】情報処理用符号化装置 
 
前述のとおり、対象となった発明特許に基づいて FI、F ターム及びキーワードから抽出特

許の絞り込みをおこない、抽出した特許（対象特許）（約 321 件）の上位出願数企業の件数

を図５－２０に示した。 
図の横軸には A 社から I 社までの９企業あり、さらに一枚のパテントマップでシーズ・ニ

ーズマッチングを行うために横軸の右端に対象技術の発明者の特許出願件数を加える操作を

行った。また、今回技術移転先となった I 社には、点線で囲み強調している。 
 
そこで、特許出願件数上位企業の持つ技術と、発明者のシーズ技術がどのように関連して

いるかについて検証を行った（図５－２１）。作成したパテントマップの縦軸には、対象技術

発明者に強く関連する FI（対象の特許公開公報フロントページ記載 FI 等）を抽出してなら

べた。縦軸の FI コード分類は表５－９のとおりである（この表においては、パテントマッ

プの縦軸に記載の FI を上から順に説明している）。 
 

 この図を検討すると、対象特許では企業同士が似た技術を持つことが示された。それは、

この『ビジネスモデル依存型』製品分野では情報・エネルギーなど最終顧客に近く，汎用的

な製品であるので，一般的に顕在化している顧客ニーズに基づき，研究開発がおこなわれる

傾向があることに起因している。当然、大学での研究についても同じ傾向がある。 
しかし、このパテントマップからは、各企業が同様な技術を開発していることから、マッ

チング先企業を選択すること自体は困難である。 
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図５－２０ 対象特許の出願人上位企業 

 
図５－２１ 対象企業ごとの技術・用途（FI）の関係 
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そこで、発明者の F ターム情報について、件数上位企業の分析を行う。図５－２２におい 

ても、FI の時と同じように作成したパテントマップの縦軸には、技術移転を行った発明者が

出願した特許の公開公報フロントページに記載している F タームおよび発明者に強く関連す

る F タームを抽出して配列した。Ｆタームは、表５－１０に説明している（この表において

は、パテントマップの縦軸に記載の F タームを上から順に説明している）。 

表５－９：FI（コード名） 
G06F12/06：ﾛｹｰｼｮﾝの物理的ﾌﾞﾛｯｸのｱﾄﾞﾚｼﾝｸﾞ 

・ｱﾄﾞﾚｼﾝｸﾞまたはｱﾛｹｰｼｮﾝ；ﾘﾛｹｰｼｮﾝ（ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・ｱﾄﾞﾚｽ順序制御 9/00；ﾃﾞｼﾞﾀﾙ記憶に

おけるｱﾄﾞﾚｽ選択装置 G11C8/00） 
・・ﾛｹｰｼｮﾝの物理的ﾌﾞﾛｯｸのｱﾄﾞﾚｼﾝｸﾞ，例．ﾍﾞｰｽ・ｱﾄﾞﾚｼﾝｸﾞ，ﾓｼﾞｭｰﾙ・ｱﾄﾞﾚｼﾝｸﾞ，

ﾒﾓﾘ空間拡張，ﾒﾓﾘ専用 
G06F17/15：特定の機能に特に適合したﾃﾞｼﾞﾀﾙ計算またはデータ処理の装置または方法 

・複合した数学演算 
・・相関関数の計算 

G06N03/00：生物学的ﾓﾃﾞﾙに基づくｺﾝﾋﾟｭｰﾀ（生物学的ﾓﾃﾞﾙに基づくｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ｼｽﾃﾑ（生物の機

能的側面をｼﾐｭﾚｰﾄするｱﾅﾛｸﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ｼｽﾃﾑ G06G7／60）） 
G06T01/00：汎用ｲﾒｰｼﾞﾃﾞｰﾀ処理 
G06T03/00：ｲﾒｰｼﾞの平面における幾何学的ｲﾒｰｼﾞ変換（ｲﾒｰｼﾞの平面における幾何学的ｲﾒｰｼﾞ変

換，例．ﾋﾞｯﾄﾏｯﾌﾟからﾋﾞｯﾄﾏｯﾌﾟへ異なるｲﾒｰｼﾞを作るもの） 
G06T7/00：イメージ分析(イメージ分析，例．ビットマップから非ビットマップへ) 
G11C15/04：１つ以上の特徴表示部分を含む情報が書き込まれ，情報の読出しはそれらの１つ

以上の特徴表示部分について探索することによって行なわれるﾃﾞｼﾞﾀﾙ記憶装置，す

なわち連想記憶または内容ｱﾄﾞﾚｽ記憶装置（情報が特定の位置に番地付けされるも

の 11/00） 
・半導体素子を用いるもの 

H03M7/42：符号化又は復号化過程で表引きを使うもの 
情報がﾃﾞｼﾞｯﾄの所定の順序または数によって表現されている符号から，その同一の

情報がﾃﾞｼﾞｯﾄの異なる順序または数によって表現されている符号への変換 
・圧縮（冗長の減少のための音声分析－合成 G10L19/00；画像通信用の H04N）；

伸張；不必要なデータの抑圧，例，冗長度の減少 
・・可変長符号，例．ｼｬﾉﾝ・ファノ符号，ﾊﾌﾏﾝ符号，ﾓｰﾙｽ符号，への変換または可

変長符号からの変換  
・・・符号化又は復号化過程で表引きを使うもの，例．ﾘｰﾄﾞｵﾝﾘｰﾒﾓﾘｰを使うもの 

H04N7/13：ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ方式（細部 3/00，5/00；ｶﾗｰﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝに特有の方式 11/00；立体ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ

方式 13/00，15/00） 
・ﾊﾟﾙｽ符号変調によるﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ信号の伝送方式      

H04N1/41：経時的変化を伴わない画像またはﾊﾟﾀｰﾝの伝送または再生，例．ﾌｧｸｼﾐﾘ伝送    
・帯域又は冗長度の減少 

H04N1/40：経時的変化を伴わない画像またはﾊﾟﾀｰﾝの伝送または再生，例．ﾌｧｸｼﾐﾘ伝送 
・画像信号回路（1/387 が優先）
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図５－２２ 対象企業ごとの製品・技術（F ターム）の関係 

 しかし、この『ビジネスモデル依存型』製品分野においては、F タームによるパテントマ

ップからは特徴的な傾向を見出すことができず、マッチング先企業を絞り込むことはできな

かった。これは、この分野が最終顧客に近く、研究者が製品ニーズを直接把握することが可

能であり、顧客ニーズは一般化され顕在化していることが多いので、一般的なニーズ情報の

把握は誰にも容易なので、企業においても技術開発がなされていることが特徴的な分布が見

られない原因であると考えられる。 
以上より、この分野におけるマッチング先企業の探索は困難ということができる。 
 
ところで、本事例の対象技術発明者は画像圧縮・イメージ解析等の画像伝送システム関連

の研究を行っている。すなわち用途まで意識した研究を行っている。 
そこで、製品分類の情報である F タームを軸にすることにより、関連ビジネスに携わる企

業を容易に推定できる。その企業に特許情報発信することにより、ニーズ企業においてシー

ズ・ニーズマッチングを行うことができる。  
 

 
シーズ・ニーズマッチングを円滑に進めるために『ビジネスモデル依存型』製品分野では、

企業の商品化のための市場（ビジネスモデル）の情報を大学と企業の双方が共有する必要で

ある。そこで、特許情報発信については、第３章において説明した検索システムないしは各

大学が運営するシーズ技術データベースを活用することが有効となる。先に示した図５－２

０～２２等を第３章で説明した探索システムないしは各大学が運営するシーズ技術データベ

ースに掲載し、情報発信することによりシーズ・ニーズマッチングの促進を図る。そこで、

ニーズ側企業と共有するべき情報を提供しなければならない。それゆえ、できる限り出願し
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た特許の中に存在するビジネスモデルの情報を確認できる資料を掲載するようにするべきで

あろう。 
結局、この場合重要となってくるのは効率よくシーズ技術の情報をニーズ側に提供できる

が勝負になるのである。 
 
 表５－１０：F ターム（テーマコード） 

5C077：『FAX 画像信号回路』 
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏのｶﾊﾞｰする技術は、原画像を読み取り、記録、送受信を行う装置に関

連する画像信号回路に関する。 
5C078：『FAX 帯域、冗長度の圧縮』 
ﾃｰﾏ技術の概要：本ﾃｰﾏは、静止画像（特にﾌｧｸｼﾐﾘ画）の送信、受信時の符号化、複合化及び帶

域圧縮に関連した信号処理技術を展開している。なお、TV 信号の圧縮のうち、ﾌﾚｰﾑ内

の圧縮技術及びｺﾝﾋﾟｭｰﾀ又は通信分野等において行なわれている靜止画像の圧縮技術も

含まれる。 
5F033：『半導体集積回路装置の内部配線』 
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏは半導体集積回路装置の内部配線に関するものであって主として以下

の技術よりなる。 線の材質、構造 成膜方法 加工方法 ﾚｲｱｳﾄ 層間絶縁、層間接続 
5F038：『半導体集積回路』  
ﾃｰﾏ技術の概要：ﾓﾉﾘｼｯｸ集積回路の半導体ﾁｯﾌﾟ構造において、ﾊﾞｲﾎﾟｰﾗﾄﾗﾝｼﾞｽﾀや MOSFET など

の、能動素子の構造を除いた集積回路技術に関する。技術内容としては大きく受動素子

類、共通技術、ﾁｯﾌﾟ全体構成、そしてﾁｯﾌﾟの動作や検査などの機能の４つのﾚﾍﾞﾙに分か

れている。 
受動素子類では、半導体ﾁｯﾌﾟ内に形成される抵抗、ｺﾝﾃﾞﾝｻなどの受動素子及び可変ｲﾝ

ﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ素子に関するものを扱う。共通技術では基準電圧、端子、電圧発生、保護回路

などを扱う。 
全体構成では半導体ﾁｯﾌﾟ上での素子や回路ﾌﾞﾛｯｸの配置、電源や信号の配線に関する

ものを扱う。機能では特定用途向機能、機能切換及び検査などがある。製造方法などい

ずれにも入らないもののためにその他の観点を設けた。 
5J046：『 ｱﾝﾃﾅの細部』  
テーマ技術の概要：このﾃｰﾏの技術は、ｱﾝﾃﾅの電気的な作用によらない構造上の細部、付属品、

及びｱﾝﾃﾅ要素の結合手段（例．接地手段、減結合手段等）に関するものであり、ｱﾝﾃﾅの

技術、取付（H01Q1/12～1/26）は含まない。 
5J064：『圧縮、伸長・符号変換及びﾃﾞｺｰﾀﾞ』  
ﾃｰﾏ技術の概要：圧縮・伸長方式による符号化・復号化（ｱﾅﾛｸﾞｰﾃﾞｼﾞﾀﾙ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｰﾃﾞｼﾞﾀﾙ変換）

技術、及びﾃﾞｼﾞﾀﾙｰﾃﾞｼﾞﾀﾙ変換に用いられるﾃﾞｺｰﾀﾞ（ｴﾝｺｰﾀﾞ）技術に関するもの。 
5L096：『イメージ分析』 
テーマ技術の概要 ：ＩＰＣカバー範囲 G06T 7/00～G06T 7/60，300  

（G06T 7/00，500～G06T 7/00，590 を除く） 
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５－６ ニーズ主導型製品 
 
本節では産業機械製品に特徴的な技術移転形態について特許情報を用いたシーズ・ニーズ

マッチングの検討を行った。この分野は、複雑な産業連関の中で顧客ニーズの把握は企業内

の当事者でも困難であり、しかも技術を製品に適用するために特殊な製品知識が必要になる。 
このタイプの移転形態では研究者にとって、ニーズの把握が困難とのことから共同研究に

よる企業側からのニーズ主導の技術移転が必要となる。しかも、その際のニーズ情報の伝達

は容易ではないため、包括的、継続的、かつ、体系的な連携が有効になる。技術移転のプロ

セスにおいては、企業側の具体的な開発計画に沿った技術移転が求められるため、成果と納

期に対する補償のあり方が課題である。また、密接な連携を保つために、共同研究現場の安

全面や守秘の面での環境整備がもとめられる。さらに、対象製品は一般的に複雑なシステム

から構成されていることが多く、最終的な製品化段階で、個別技術の貢献を評価することが

困難なため、技術移転の対価は一時金支払が合理的である。企業側にとって、技術移転の対

価は開発投資としての位置づけとなる（参考文献：平成１８年度特許庁研究事業大学におけ

る知的財産権研究プロジェクト研究成果報告書「大学からの技術移転に係わる産業財産権に

関する調査研究」P45）。 
以上のことに基づいて、『ニーズ主導型』製品分野では、企業の製品開発プロセスの製品開

発の初期の時点で、製品要素に関するニーズについてタイムリーにシーズに繋げるための情

報が必要となる。 
 そこで、広島大学においてニーズ主導型製品分類に分類される技術移転事例について選択

し、以下具体的な検証を行った。 
 

５－６－１【移転事例６】加工状態が監視・制御が可能な加工装置 
 
前述のとおり、対象となった発明特許に基づいて FI、F ターム及びキーワードから抽出特

許の絞り込みをおこない、抽出した特許（対象特許）（328 件）の上位出願数企業の件数を図

５－２３に示した。 
図の横軸には A 社から I 社までの 9 企業あり、横軸の右端に対象技術の発明者の特許出願

件数を加える操作を行った。また、今回技術移転先となったＢ社には、点線で囲み強調して

いる。 
この図より対象特許に関連する技術に対して企業がどれくらいの興味があるのかについて

判断できる。 
 
そこで、特許出願件数上位企業の持つ技術と、発明者のシーズ技術がどのように関連して

いるかの検証を行った（図５－２４）。作成したパテントマップの縦軸には、対象技術発明者

に強く関連する FI（対象の特許公開公報フロントページ記載 FI 等）を抽出してならべた。 
縦軸の FI コード分類は表５－１１のとおりである（この表においては、パテントマップ

の縦軸に記載の FI を上から順に説明している）。 
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図５－２３ 対象特許の出願人上位企業 

図５－２４ 対象企業ごとの技術・用途（FI）の関係 
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図５－２５ 対象企業ごとの製品・技術（F ターム）の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 この図を検討すると、対象特許では企業間で技術の違いがほとんどないことが示された。

このことは、この『ニーズ主導型』製品分野においては複雑な産業連関の中で顧客ニーズの

把握は企業内の当事者でも困難であることに起因している。それゆえ、このタイプの技術移

転形態の研究者にとって、ニーズの把握が困難とのことから共同研究による企業側からのニ

ーズ主導の技術移転が必要となる。当然、大学での研究についても同じ傾向がある。そこで、

このパテントマップからは、各企業が同様な技術を開発していることから、マッチング先企

業を選択すること自体が困難となるのである。 
 

 

表５－１１ FI（コード名） 
B23Q17：工作機械上において指示または測定する装置の配置（送り移動，切削速度また

は工具または工作物の位置の自動制御または調整 15/00） 
C22C38：鉄合金，例．合金鋼（合金鋳鉄 37/00） 
B23B19：主軸台；どのような工作機械についてもその同等な部分 
B23C9：フライス盤またはフライスに特に適応する部分品または付属品（動力伝達装置，

制御装置，または付属品一般 B23Q） 
B23Q1：一般に工作機械の形態を構成する部材，特に比較的大きな固定部材 

（37/00 が優先） 
B23Q15：工具または工作物の送り運動，切削速度または位置の自動制御または調整 
G01B7：電気的または磁気的手段の使用によって特徴づけられた測定装置 
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そこで、発明者の F ターム情報について、件数上位企業の分析についても行った。図５－

２５において技術移転を行った発明者に強く関連する F タームを抽出して配列した。F ター

ムは表５－１２に示した（この表においては、パテントマップの縦軸に記載の FI を上から

順に説明している）。 
 しかし、この分野の F タームによるパテントマップにおいても特徴的な傾向を見出すこと

ができず、マッチング先企業を絞り込むことはできなかった。こちらのパテントマップにお

いても、企業内の当事者でも顧客ニーズの把握が困難であり、企業の現場でその問題解決の

ために技術開発を努力しているので、各企業が似た様な製品技術が存在することに原因があ

ると考えられる。 
 

これまで移転事例 6 を検討してきた結果、マッチング先企業の探索は困難であるので、特

許情報を第３章で検討した検索システムおよび各大学が所有しているシーズ技術データベー

スに掲載し、広く情報を提供することがシーズ・ニーズマッチングのポイントとなる。先に

示したパテントマップ図５－２３～２５をその検索システムに掲載し、広く特許情報を発信

することによりシーズ・ニーズマッチングの促進を図ることができる。すなわち、企業の製

品開発プロセスの製品開発の初期の時点で、製品要素に関するニーズについてタイムリーに

シーズに繋げるための情報を大学側から特許情報として加工提供することにより、企業へと

シーズ技術をマッチングするのである。 
 
結局、この『ニーズ主導型』製品分野において重要となってくるのは、シーズ技術までニ

ーズ側がまでたどりつける糸口を見つけられるように、シーズ側がパテントマップなどの特

許情報などのシーズ情報を提供することが重要となってくる。 
そして、一度シーズ・ニーズマッチングをしたのちに、企業側のニーズに沿って継続的な

技術移転がおこなわれるのがこの分野の特徴である。 
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 表５－１２：F ターム（テーマコード） 
2F063：  電気磁気的手段を用いた長さ、角度等の測定  
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏのｶﾊﾞｰする技術は長さ､厚さまたは同種の直線寸法､角度､面積､表面ま

たは輪郭の不規則性の測定に関するもので測定手段が電気的または磁気的なものである。

3C049：３次曲面及び複雑な形状面の研削，研磨等  
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏは主として以下に記載の技術に関する。 

（１）３次曲面及び特定された複雑な形状面の研削、研磨のための装置 
①ﾜｰｸの球面部分または球状ﾜｰｸの研削、研磨②ﾚﾝｽﾞの光学面または類似形状の研

削、研磨③ﾊﾞﾙﾌﾞ座面の研削､研磨④以下に例示するような特定された複雑な形状面の

研削､研磨（溝･非円形横断面･ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ､ﾌﾟﾛﾍﾟﾗﾌﾞﾚｰﾄﾞ･鋭端･引抜きﾀﾞｲｽ･弧状面 
（２）研削あるいは研磨工具による面取り、ﾊﾞﾘ取り（３）ﾓﾃﾞﾙによって制御される研削、

研磨（４）超音波振動による研削、研磨 
3C029：工作機械の検出装置 
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏは、工作機械上または付属設備上で長さ、位置、量などを測定、検出

し、また検出値を表示する技術を扱う。 
2G035：電流・電圧の測定  
ﾃｰﾏ技術の概要：電流、電圧を測定し、またはそれの存在または符号を指示する。電流、電圧

の測定には、電流または電圧が所定のﾚﾍﾞﾙ以上であるか、または、以下であるかの指示

（所定値との比較を行うもの。）等、あるいは、その発生度数の指示や、電流または電

圧が所定の値を通過する（たとえば、零点を通過する。）時の指示等も含まれる。 
3C001：工作機械の自動制御 
ﾃｰﾏ技術の概要：この分野では、工作機械に取り付けられた工具または工作物に関し、その送

り運動、切削速度または位置の自動制御を行うものを扱う。(例１)加工中または加工後

の工作物寸法を測定し、それと基準寸法との差から、工具の送り量を制御するもの(送り

運動の自動制御)。(例２)旋削加工などの場合、加工に伴う工作物の径の変化に追従して、

工作物回転速度を制御して、工作物外周における切削速度を一定に維持するもの(切削速

度の自動制御)。(例３)工作物を正確に位置決めするために、位置決め途中にてその位置

を検出し、目標位置との差分だけ工作物を補正移動させて、目標位置に位置決めするも

の(位置の自動制御)。 
3C034：研削盤の構成部分、駆動、検出、制御  
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏは、研削盤の形式に依存しない一般的な構成、駆動装置、検出装置、

制御を取り扱う。B24B41/00 は主として構成部、B24B45/00 は、主として砥石車の取

付け、B24B47/00 は主として駆動、送り運動 B24B49/00 は主として検出、制御 
B24B51/00 は、主として適応制御が取扱われる。 

3C046：バイト、中ぐり工具、ホルダ及びタレット 
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏのｶﾊﾞｰする技術は、次のようなものである。旋盤など旋削加工に用い

るﾊﾞｲﾄ。中ぐり盤などの中ぐり加工に用いる中ぐり工具。ﾊﾞｲﾄ、中ぐり工具の保持のた

めのホルダ。旋盤に多数の切削工具を取付けるためのﾀﾚｯﾄ。 
3C022：フライス加工  
テーマ技術の概要：本テーマには、次のものが含まれる。①汎用フライス盤②特殊工作物のフ

ライス削り、特殊工作物に適合するフライス盤③フライス工具④フライス削り用補助装
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５－６－２【移転事例７】ばねシステム 
 

今回の対象特許の抽出には、特許調査専門企業のインターネット経由検索システムを利用

して技術移転を行った発明と近似する上位技術の 300 特許を選択し、上位出願数企業の件数

を図５－８に示した。これら企業は、対象特許の技術に対してある程度の出願を行っている

ので、その分野について興味があることを予測することができる。 
そして、その特許出願件数上位企業の持つ技術と、発明者のシーズ技術がどのように関連

しているかの検証を行った。そこで作成したパテントマップの縦軸には、対象技術発明者に

強く関連する FI を抽出してならべた（図５－２６）。 
縦軸の FI コード分類は表５－１３のとおりである（この表においては、パテントマップ

の縦軸に記載の FI を上から順に説明している）。 
 
 

図５－２６ 対象特許の出願人上位企業 
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図５－２７ 対象企業ごとの技術・用途（FI）の関係 

表５－１３：FI（コード名） 
A47C 7/34 Z：  

7/00：いすまたは腰かけの部品，細部または付属具（床への取付け A47B91/08） 
7/02：・座部（ﾊﾟｲﾌﾟいすへ取付ける座部の適用 5/06；いすに制約されない部品 23/） 
7/34：・・圧縮力を受けるｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ，例．ｺｲﾙｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ，を有するもの 

A：空気ばねを用いたもの 
B：竹製のばねを用いたもの  
Z：その他 

A47C 7/35 Z：  
7/00：いすまたは腰かけの部品，細部または付属具（床への取付け A47B91/08） 
7/02：・座部（ﾊﾟｲﾌﾟいすへ取付ける座部の適用 5/06；いすに制約されない部品 23/） 
7/35：・・異なる型のｽﾌﾟﾘﾝｸﾞの組み合せ；調節可能なｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ；他のｽﾌﾟﾘﾝｸﾞまたは枠へ

のｽﾌﾟﾘﾝｸﾞの連結［２］ 
A：ばね力調節手段をもつもの 
B：屈曲ばねに張力ばねと圧縮ばねの作用をさせるもの，〔例．ﾌｲﾂｼﾕﾏｳｽ部をも 

つもの〕 
C：ねじりばねによる土手部をもつもの 
D：ばねの連結 
Z：その他 
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表５－１３：FI（コード名）（つづき） 
A61G 5/00 502： 

A61G：病人または身体障害者に特に適した輸送，乗りもの，または設備；手術用台

またはいす；歯科用のいす；葬儀用具（いすまたはﾍﾞｯﾄﾞ一般 A47C；病人又は身体障

害者歩行補助器具 A61H3/00）：身体障害者または病人を移動させるもの 1/00〜7/00
ﾍﾞｯﾄﾞ；処置室；看護設備 7/00；10/00；9/00，12/00 早産児保育器または保温器 11/00
手術室または歯科室の用具 13/00，15/00 葬儀用具 17/00〜21/00 このｻﾌﾞｸﾗｽの他のｸﾞ

ﾙｰﾌﾟに分類されない主題事項 99/00 
5/00：病弱者のために特に適合されたいすまたは多進路車 (便器設備を有するもの

7/02；駆動部または推進部に特徴があるもの B60K） 
5/00501：・椅子 
5/00502：・・立ち上がり補助 

B60N  2/42：他に分類されない乗客設備（家具構造Ａ４７）：ｸﾗｽ B60 のﾀｲﾄﾙに続く注に

注意すること。 
2/00：車両に特に適した座席（傷病者に座り易い，または降り易い，車両用座席

A61G3/02；鉄道用座席 B61D33/00；自転車用ｼｰﾄ B62J1/00；航空機用座席

B64D11/06，25/04，25/10）「５」 
2/24：・特殊な目的または特殊な乗物のためのもの「５」 
2/42：・・異常加速度による影響から乗っている人間を保護するよう，特に設計され

た座席，  
B60N  2/54：他に分類されない乗客設備（家具構造Ａ４７）：ｸﾗｽ B60 のﾀｲﾄﾙに続く注に

注意すること。 
2/00：車両に特に適した座席（傷病者に座り易い ,または降り易い ,車両用座席

A61G3/02；鉄道用座席 B61D33/00；自転車用ｼｰﾄ B62J1/00；航空機用座席

B64D11/06，25/04，25/10）「５」 
2/24：・特殊な目的または特殊な乗物のためのもの「５」 
2/50：・・座席の懸架装置「５」 
2/54：・・・機械的ばねを用いるもの「５」 

A47C  3/38：構造を特徴とするいす 
3/00：構造を特徴とするいす；回転または垂直に調節可能な座席をもついすまたは腰

かけ（1/00，4/00 が優先） 
3/20：・垂直調節座席を有するいすまたは腰かけ（高さが可変なﾃｰﾌﾞﾙ A47B9/00） 
3/38：・・ｼｰﾄの高さを変えるための付加的なｼｰﾄまたは付加的な脚部を有するもの 
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 この図５－２７を検討すると、対象特許では企業において縦軸の FI がほとんど存在しな

いこと示された。このことは、移転事例６で示したように、『ニーズ主導型』製品分野では、

ニーズの把握が困難とのことから共同研究による企業側からのニーズ主導の技術移転が必要

となることに起因している。そこで、このパテントマップからは、各企業が同様な技術を開

発していることから、マッチング先企業を選択すること自体は困難である。 
 

そこで、発明者の F ターム情報について、件数上位企業の分析についても行った。図５－

２８において技術移転を行った発明者が出願した特許の公開公報フロントページに記載して

いる F タームおよび発明者に強く関連する F タームを抽出して配列したＦターム（テーマコ

ード）の内容については、表５－１４に示す（この表においては、パテントマップの縦軸に

記載の F タームを上から順に説明している）。 
 しかし、F タームによるパテントマップにおいても企業の製品技術である F タームがほと

んど存在せず、マッチング先企業を絞り込むことはできなかった。やはり、移転事例６と同

様に、企業内の当事者でも顧客ニーズの把握が困難であり、企業の現場でその問題解決のた

めに技術開発を努力しているので、各企業が似た様な製品技術が存在することに原因がある

と考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図５－２８ 対象企業ごとの製品・技術（F ターム）の関係 
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シーズ・ニーズマッチングを円滑に進めるため『ニーズ依存型』製品分野では、企業の製

品開発プロセスにおいて開発初期の時点で製品要素に関するニーズについてタイムリーにシ

ーズに繋げるための情報が必要であると結果づけられているので、大学側より企業側に対し

て技術と製品情報をシーズ探索元企業に発信することが重要であるとこれまで説明してきた。 
そこで、『ニーズ依存型』製品分野の移転事例を検討してきた結果、シーズ元である大学側

からのマッチング先企業の探索は困難なので、第３章で検討した検索システムに特許情報を

分かりやすく加工・掲載し、広く情報を提供することがシーズ・ニーズマッチングのポイン

トとなる。そこで、先に示したパテントマップ図５－２７～２９をその検索システムないし

は大学のシーズ技術データベース等に掲載し、特許情報を発信することによりシーズ・ニー

ズマッチングの促進を図ることができる。 
 
ここで、本件移転事例の内容は、＜ばねシステム＞についてのシーズ技術であるが、今回

対象特許の上位企業に寝具メーカーや福祉機器メーカーでなく総合電機メーカーおよび総合

電機メーカーが多数存在する。このような電機メーカーの特許の内容は、座る・立つといっ

た人の動作に対する補助的機能についての技術ばかりではなく、大学において予測していな

かった半導体のスイッチング技術、センシング技術および動力アクチュエータ―技術なども

対象特許に含まれていた。このことは、『ニーズ依存型』製品分野の技術移転において、当初

シーズ側である大学が、移転対象となるシーズ技術から予測できないニーズが存在している

ことを示している。 
すなわち、特許情報を用いてその移転対象となる技術の対象特許を分析することにより新

たなニーズを検索することが可能であることを意味している。さらに、第３章で説明した検

索システムを用いて、マッチング対象となる技術を適用できる製品技術についても検索する

ことが可能である。 
そこで、その適用できる製品技術の結果を、シーズ情報と一緒に検索システムおいて情報

発信することにより、スムースなシーズ・ニーズマッチングを行うことができるのも、この

『ニーズ依存型』製品分野の特徴である。 
 
 
結論として、シーズ・ニーズマッチングのポイントとして『ニーズ主導型』製品分野にお

いて重要となってくるのは、シーズ技術の情報を必要とするニーズ側企業に対して効率的な

提供をはかることである。そのために、特許情報から作成されるパテントマップや特許情報

から導き出されるシーズ技術の適用先情報および第３章で説明した検索システムを利用した

情報発信が重要となってくる。 
さらに、第３章で説明した検索システムを用いて、マッチング対象となる技術を適用でき

る製品技術についても検索することが可能である。つまり、当初シーズ側が、移転対象とな

るシーズ技術から予測できないニーズ（すなわち、特許情報を用いてその移転対象となる技

術の対象特許を分析することにより見出される新たなニーズ）を検索することができる。 
そして、マッチング後はニーズ企業の主導のもとに継続的な技術移転が必要である。 
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表５－１４：F ターム（テーマコード） 
3B084：椅子の脚、座部、背もたれ及び付属物 
ﾃｰﾏの技術の概要：このﾃｰﾏは、椅子に関する技術のうち、細部及び付属物に特徴を有するもの

に関する。細部には、ﾍｯﾄﾞﾚｽﾄも含まれる。付属物には、例えば、ｱｰﾑﾚｽﾄﾃｰﾌﾞﾙや、ﾗｼﾞｵ、

電話、換気扇、冷暖房装置等の付属具等、種々の付属物が含まれる。 
3B087：車両用座席 
ﾃｰﾏ技術の概要：車両と共に使用されて特有の作用効果を生ずる座席が分類される.①狭い車両

内で快適な乗り心地を得るための座席の配列②運転操作や乗降を容易にしたり､安楽な

姿勢を得るための座席各部の調節③車両の利便性を高めるために､座席を他の用途に転

換するもの、座席を収納して広い荷台を形成するもの④ﾄﾗｸﾀ等ｵﾌﾛｰﾄﾞ車両用の座席⑤乗

員を安全に保護する座席⑥子供用の座席等特殊目的､特殊車両用座席⑦走行に伴う振動

を減衰させる座席用の懸架装置⑧座席の取り付け､座席ﾌﾚｰﾑ､肘掛け､ﾍｯﾄﾞﾚｽﾄ、その他の

細部部品等がこのﾃｰﾏに属する。 
3B091：構造を特徴とするいす 
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏのｶﾊﾞｰする技術は、その構造に特徴点を有しているいすに関するもの

である。具体的には、揺動いす、積み重ねいす、脚のない形式のいす、そして、回転又

は垂直に調節可能な座席をもついすに関するものである。 
3B096：マットレス，及びいす，ベッドに関するその他 
ﾃｰﾏ技術の概要：ﾍﾞｯﾄﾞ又は椅子に使用するﾏｯﾄﾚｽを扱う。このﾏｯﾄﾚｽは、椅子の上に置いて使用

するｸｯｼｮﾝ体及び、いわゆる座ぶとんを包含する。 
4C039：傷病者運搬具 
ﾃｰﾏ技術の概要：傷病者の運搬に特に適合する担架、車椅子及び自動車等の乗物と病弱のため
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５－７ ４つの製品分野に属さない製品分野について 
 

これまで 4 つの製品分野について説明してきたが、この５－７においてはそれらの分野に

属さない自動車、船舶及び重電等に分類される製品（その他製品）の特許情報を用いたシー

ズ・ニーズマッチングについて説明をする。 
これらのその他製品は、4 つの分類『パラダイム変革型』『ビジネスモデル依存型』および

『ニーズ主導型』の製品を、その他製品の素材・部品ないしはパーツとして利用し、組み立

てられていることを特徴としている。 
そこで、そのその他製品分野への技術移転については、その移転された製品技術が、その

製品においてどのような素材・部品ないしはパーツとして利用されているのかについて分析

し、その移転技術を 4 つの製品分類に適応すれば、シーズ・ニーズマッチングを行うことが

可能となる。すなわち、その他製品については、素材・部品ないしはパーツを集めた結果出

来上がる製品という要素が大きいので、4 つの製品分野に対して対象となるシーズの技術的

な近さにより、適用すべきマッチングの手法を判断することができる。 
 
そこで、その他製品についての４つの製品分野への適用とその特許情報を用いたシーズ・

ニーズマッチングについて、広島大学においてその他分類の技術移転事例について選択し、

以下具体的な検証を行った。 
 

５－７－１【移転事例８】  変動荷重検出用センサー技術 
 

対象となった発明特許に基づいて FI、F ターム及びキーワードから抽出特許の絞り込みを

おこない、抽出した特許（対象特許）（294 件）の上位出願数企業の件数を図５－２９に示し

た。図の横軸には A 社から H 社までの８企業あり、さらに一枚のパテントマップでシーズ・

ニーズマッチングを行うために横軸の右端に対象技術の発明者の特許出願件数を加える操作

を行った。本移転事例は自動車メーカーへの技術移転がなされた事例だが、今回の上位出願

企業には技術移転先が存在しなかった。 
 
このパテントマップより、対象特許に関連する技術に対して企業がどれくらいの興味があ

るのかについて大まかな判断ができる。 
そこで、特許出願件数上位企業の持つ技術と、発明者のシーズ技術がどのように関連して

いるかの検証を行った（図５－３０、３１）。作成したパテントマップの縦軸には、対象技術

発明者に強く関連する FI および F タームを抽出してならべた。 
縦軸の FI コード分類はおよび F タームの表５－１５のとおりである（この表においては、

パテントマップの縦軸に記載の FI を上から順に説明している）。 
 

 図５－３０を検討すると、対象特許では上位企業が類似した、技術を持つことが示された。 
また、図５－３１を検討すると、F タームによるパテントマップからは特徴的な傾向を見出

すことができず、マッチング先企業を絞り込むことはできなかった。 
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図５－２９ 対象特許の出願人上位企業 

図５－３０ 対象企業ごとの技術・用途（FI）の関係 
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図５－３１ 対象企業ごとの製品・技術（F ターム）の関係 

 
この移転事例は、自動車メーカーに移転をされた事例であるが、技術内容及びパテントマ

ップの縦軸として選ばれた対象技術発明者に強く関連する FI および F タームには、測定装

置や信号伝送方式といった製品情報そのものを示す。しかし、パテントマップの横軸にはシ

ーズ側から予測できないも技術移転先が並んでいる。 
この結果から考えると、この移転事例のシーズ技術は『ビジネスモデル依存型』製品分野

及び『ニーズ主導型』製品分野に近い技術として、シーズ・ニーズマッチングをおこなうこ

とがよいと考えられる。 
 
そこで、この技術移転事例では、企業と技術情報を共有するために、大学側より企業側に

対して技術と製品情報を発信することが重要となる。その特許情報発信については、第３章

において説明した検索システムおよび大学等が運営するシーズ技術データベース等に掲載し、

特許情報を発信することがポイントであり、シーズ・ニーズマッチングの促進を図ることが

できる。そこで、ニーズ側企業と共有するべき情報を提供しなければならない。それゆえ、

できる限り出願した特許の中に存在する情報を確認できる資料を掲載するようにするべきで

ある。 
また、当初シーズ側である大学が、移転対象となるシーズ技術から予測できないニーズが

存在するのもこの分野の特徴であり、特許情報を用いてその移転対象となる技術の対象特許

を分析することにより新たなニーズを検索することが可能である。 
結局、この場合重要となってくるのは効率よくシーズ技術の情報をニーズ側に提供できる

が勝負になる。 
そして、マッチング後はニーズ企業の主導のもとに継続的な技術移転が必要な事例である 
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結論として、４つの分類に属さない製品分野への技術移転では、その対象となるシーズ技

術が、４つの製品分野のどの分野に近い技術なのかについて内容検討し、その製品分野に特

徴的な特許情報を用いたシーズ・ニーズマッチングを行うことが重要となる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表５－１６：F ターム（テーマコード） 
2F073：測定値信号、等のための伝送方式 
ﾃｰﾏ技術の概要：測定量等の信号を装置間で伝送する技術、および装置内である部分から他の

部分へ伝達する技術。代表的な例として、遠隔測定、遠隔自動検針等がある。 
2F063：電気磁気的手段を用いた長さ、角度等の測定 
ﾃｰﾏ技術の概要：このﾃｰﾏのｶﾊﾞｰする技術は、長さ、厚さまたは同種の直線寸法、角度、面積、

表面または輪郭の不規則性の測定に関するもので、測定手段が電気的または磁気的なも

のである。 
2G060：電気的手段による材料の調査、分析 
ﾃｰﾏ技術の概要：物質の電気的特性のうち、ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ抵抗、誘電特性等を測定することにより、

物質を検知したり、物品中の欠陥を検知する技術である。FET はガス吸着効果によるも

ののみ G01N27/00 で取扱っており、その他のものは、ﾃｰﾏｺｰﾄﾞ 2G056 で取扱っている。

尚、磁気的特性をみるものは原則としてこのﾃｰﾏ技術には含まれていない。 
5K002：光伝送方式 
ﾃｰﾏ技術の概要：光を媒体とする情報の伝送技術に関するものであり、伝送ｼｽﾃﾑ、伝送装置、

部材、回路等を含む。これは、主として光ﾌｧｲﾊﾞｰという光ｶﾞｲﾄﾞ部材を用いた、いわゆ

る”光ﾌｧｲﾊﾞｰ型伝送”と光ｶﾞｲﾄﾞ部材を介さない”光空間型伝送”とがある。この２つの方式

を以下に例示する。 

表５－１５：FI（コード名） 
G01L1：力または圧力の測定一般（衝撃による力の測定 5/00；流体圧力の測定 7/00～

27/00；ｹﾞｰｼﾞを使用し応力の結果として起こる物体の変形を測定するもの G01B）

H01L41：圧電装置；電歪装置；磁歪装置；それらの装置またはその部品の製造または処

理に特有な方法または装置；それらの装置の細部（１つの共通基板内または上に形

成された複数の固体構成部品からなる装置 27/00；測定用感知素子としての変換器

の使用 G01，G04；電気―機械共振器 H03H；電気通信用の磁歪変換器 H04R15/00；
電気通信用の圧電または電歪変換器 H04R17/00） 

G01B7：電気的または磁気的手段の使用によって特徴づけられた測定装置 
G01L25：力,ﾄﾙｸ，仕事，機械的動力または機械的効率を測定する装置の試験または較正 
G01N27：電気的，電気化学的，または磁気的手段の利用による材料の調査または分析（3/00

～25/00 が優先；材料の電気的または磁気的特性またはそれらの変量の測定または

試験 G01R） 
G08C23：非電気的信号伝送方式 
H04B9：無線波以外の電磁波，例．光，赤外線を使用する伝送方式（ﾗｲｶﾞｲﾄﾞそれ自体

G02B6/00；光ﾋﾞｰﾑの制御，例．変調，のための部品または装置 G02F1/00；光の復

調，変調転位，または光の周波数変換のための部品または装置 G02F2/00） 
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５－８ 本章のまとめ 
 

本章においては、４つの製品分野及び４つの製品分野に属さない製品分野について大学に

おける技術移転事例を交えて、特許情報を用いたシーズ・ニーズマッチングについて検討を

行った。以下、その結果についてまとめる。 
 
（１） 『シーズ探索型』製品分野おいては、シーズ・ニーズマッチングのために作成し

たパテントマップ用いてシーズ技術を適用する応用技術・用途・製品がわかりやす

い場合が多い。よってアプローチする特許情報を絞りやすく、結果として妥当なニ

ーズ先を絞ることができた。  
さらに、加工した特許情報を第３章で説明した探索システムないしは大学が運営

するシーズ技術データベース等に掲載し、情報発信することによりシーズ・ニーズ

マッチングの促進をすることもできる。 
 

（２） 『パラダイム変革型』製品分野においては、シーズ側の技術情報(特許)を基づい

て選択した技術移転先候補の中に、現実の技術移転先が存在した。 しかし、シーズ

探索型製品分野の場合とは異なり、FI を軸としたパテントマップからは、その用途

や効能といったところが反映されず、また今回の研究では流通経路から技術移転を

判断するため、特許情報からシーズ・ニーズマッチングを行うことは難しい。 
そこで、一次顧客である素材メーカーばかりでなく、流通下流である二次顧客の

製品技術ついての特許情報が必要となることがポイントとなる。そのようなパテン

トマップを作成することにより特許情報が得られ、結果として妥当なニーズ先を絞

ることができたと考えられる。すなわち、この製品分野においてパテントマップを

用いたシーズ・ニーズマッチングの方法はシーズ技術と一次顧客および二次顧客の

両方の製品に関する特許情報を比較する形で判断するのがよいとの結果が得られた。 
さらに、製品開発に至る前の段階において、新材料等の技術シーズを用途や効能

に関連付ける情報を大学と企業の双方が共有して技術開発をお互いに分業する必要

であるとの結果が得られているので大学側より企業と共有すべき技術と製品情報を

発信することが重要である。 
 

（３） 『ビジネスモデル依存型』製品分類においては、企業と技術情報を共有するため

に、大学側より企業側に対して技術と製品情報を発信することが重要となる。そこ

でその特許情報発信については、第３章において説明した探索システムないしは大

学等が運営するシーズ技術データベース等に掲載し、特許情報を発信することがポ

イントであり、シーズ・ニーズマッチングの促進を図ることができる。そこで、ニ

ーズ側企業と共有するべき情報を提供しなければならない。それゆえ、できる限り

出願した特許の中に存在するビジネスモデルの情報を確認できる資料を掲載するよ

うにする。 
結局、この場合重要となってくるのは効率よくシーズ技術の情報をニーズ側に提

供できるが勝負になるのである。 
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（４） 『ニーズ主導型』の製品分野においては、特許情報を第３章で検討した検索シス

テムに掲載し、広く情報を提供することがシーズ・ニーズマッチングのポイントと

なる。マッチングを円滑に進めるため、企業の製品開発プロセスにおいて開発初期

の時点で製品要素に関するニーズについてタイムリーにシーズに繋げるための情報

が必要であると結果づけられているので、大学側より企業側に対して技術と製品情

報をシーズ探索元企業に発信することが重要である。 
また、当初シーズ側である大学が、移転対象となるシーズ技術から予測できない

ニーズが存在するのもこの分野の特徴であり、特許情報を用いてその移転対象とな

る技術の対象特許を分析することにより新たなニーズを検索することが可能である。

さらに、第３章で説明した検索システムを用いて、マッチング対象となる技術を適

用できる製品技術についても検索することが可能である。そこで、その適用できる

製品技術の結果を、シーズ情報と一緒に検索システムおいて情報発信することによ

り、スムースなシーズ・ニーズマッチングを行うことができるのも、この製品分野

の特徴である。 
そして、マッチング後はニーズ企業の主導のもとに継続的な技術移転が必要であ

る。 
 

（５） ４つの製品分野に属さない製品においては、製品を要素ごとに分解すれば 4 つ

の製品分野に対応することができる。そして、その選択された製品分野に特徴的な

特許情報を用いたシーズ・ニーズマッチングを行うことが重要となる。 
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第６章 マッチング支援システムとパテントマップの活用法 

 

 前章までに述べたように、本研究では、以下の様な機能を持つ手法、システムを開発した。 

 

① 研究者が自らの研究成果を捉え直し、技術シーズを抽出 

② 抽出した技術シーズを適用可能な製品分野、製品名、部品名等を探索 

③ 技術シーズ、適用候補製品の関連特許を検索 

④ 技術移転先の検討に有効なパテントマップを簡単に作成 

⑤ 当該技術分野、製品分野の競合状況を把握 

⑥ 具体的な技術移転先の候補企業を特定 

 

これらの機能の想定される活用例を以下に示す。 

 

（１）研究企画、研究資金の獲得 

企画対象とする技術分野を整理（機能①）した上で、適用製品を探索（機能②）するこ

とにより、研究の産業上の適用先や意義を特定することできる。また、関連特許検索（機

能③）と、パテントマップ分析（機能④）により、当該技術の競合先や適用製品の競合技

術を把握（機能⑤）することができる。 

 

（２）研究成果の売り込み先探索 

 研究成果が含む技術を整理（機能①）した上で、適用候補製品を特定（機能②）する。

さらに、その関連特許を検索（機能③）し、パテントマップを作成（機能④）する。マッ

プ上で技術の競合や補完関係を分析することにより、具体的な技術移転先の候補企業を特

定（機能⑥）することができる。さらに、技術移転先への効果的な情報提供が可能になる。 

 

（３）WEB 公開の技術シーズ情報のニーズ側からの探索効率向上 

 技術シーズが含む技術分野を整理し、技術分類コード FI を特定（機能①）し、さらに適

用製品を探索して、製品分類コード F タームを特定（機能②）し、これらのコードをあら

かじめ技術シーズ情報に付記しておくことにより、企業等ニーズ側からのシーズ探索効率

が格段に向上する。 
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第７章 まとめ 
 
１、大学技術移転のシーズ・ニーズマッチングのための特許情報活用法について検討した。 
 
２、既存の特許情報に含まれる、技術と製品の相関情報、及び、技術と製品それぞれの分類

体系の情報を用いて、大学の研究成果を適用可能な特定製品に結びつける新しい手法を提

案した。さらに、大学の研究者が自らこの作業を行うための支援システムを試作し、具体

的な事例を用いてその作業手順を示した。これにより、以下のことが可能となる。 
 

•  研究者あるいはコーディネーターが、研究成果を適用可能な製品を、体系的に探索 
•  シーズ情報への技術、製品の分類コード付与により、ニーズ側からの検索効率が、

飛躍的に向上 
•  パテントマップ作成のため必要な、技術、製品についての基本データを、簡単に生

成 
 
３、技術移転先の製品開発プロセスにマッチした技術情報の内容とその伝達方法について検

討し、製品分野毎に、具体的な技術売り込み先を探索するための、簡便なパテントマップ

分析法について提案した。これにより、以下のことが可能となる。 
 

• 研究者が、研究成果に含まれる技術の競合先を、体系的に分析 
• 研究者あるいはコーディネーターが、研究成果の技術移転先候補を、体系的に探索 
• 技術移転先候補へ、研究成果情報を、的確な形態で発信 

 
４、今後の展開 

   本研究成果の大学技術移転現場での普及、及び、研究のさらなる展開のための課題 
を以下に示す。 
 

• 試作した適用製品探索支援システムの WEB 公開と、利用者のための周辺サポート機

能の充実 
• シーズ・ニーズマッチングのためのパテントマップ分析を、支援するシステムの開発 
• 技術移転先が決定後、移転現場で行われる実際の技術移転プロセスにおける、体系的

な情報伝達についての検討 
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